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工．　8ま　Lニ　め　んこ

近年、日本の製造業においては、研究開発が直接業績に影響を及ぼす度合いが

年々大きくなっており、「研究開発力の増強を抜きには業績の拡大を図ることは

できない」、「研究開発を制するものは市場を制す」というような認識が企業ト

ップの意識に定着している。

また、製造業を取り巻く経営環境は、餓烈な国際的技術競争、技術・製品・市

場の成熟化に伴う利益率の低下、市場ニーズの多様化、経営多角化による事業範

囲の広範囲化等混迷を深め、成熟し停滞する技術の壁をブレークスルーすること

が非常に困難で、新技術のシーズ、基盤技術の多様化、成果を得る為の研究開発

投資額の高騰、研究期間の長期化等により製造業は着手課題の取捨選択を迫られ

ている。このような混沌とした不確実性の高い経営環境に的確に対処するため、

日本の製造業においては「戦略」、「戦略的マネジメント」の重要性が高まりつ

つある。

高度経済成長期には、何をどのように作ればよいかという命題が比較的明確で、

そのために何をすべきかという目標をトップがことさら強調するまでもなく、個

々の従業員が「より良い製品を短期間でより安価に大量に造り事業を発展させる」

という共通の問題意識の下に、晶質・性能の向上に努力した。「より良い製品を

短期間でより安価に大量に造り事業を発展させる」ことの実現に際して旧来の体

制が効率的で絶大な役割を果たしたことは言うまでもない。

研究開発はR＆Dと表記されるが、この時代の民間企業内での研究開発は言わ

ば「r」＆Dで、多くの経営資源が製品開発・製造に費やされ、研究は製品の品

質・性能向上に関わる応用研究に重点が置かれていた。短期間に前述のミッショ

ンを遂行するためには極めて効率的な研究一開発一生産プロセスであった。

高度経済成長期を経て基礎体力を十分に身につけた日本企業は、一連の中央研

究所設立ブームを経て、技術力の強化を図るため研究開発に力を注ぎ、国際競争

力のある企業へ大きく成長してきた。その過程で日本企業の研究開発は「r」＆

Dからバランスのとれた「R」＆Dへと変貌を遂げつつある。

「造る企業から考える企業へ」（＊）と企業自身が変革しつつあるトレンドの中

で、「何を如何に造り」そのためには「何をすればよいか」という従業員が目指

すべき方向性・目標としての「戦略」を改めて明確に提示することの重要性が高

まりつつあり、情報が氾濫しているが故に有益な情報のみを取捨選択Lかつ垂直、

水平、部門間のスムーズな情報の流れを可能とし、差別化、重点化を念頭に置い

た戦略的な研究開発マネジメントを運営するためのシステムが必要とされている

のではないだろうか。

昨今の不確実性の高い環境に対応するために、企業は組織変革（ダイナミック

な有機的システムへ）、戦略の策定・遂行、もしくはその両方の選択を迫られる

とすれば、日本企業はどのような行動をとっているのであろうか。

参考文献；（●）ⅣISTEPREPORTⅣ0．15「企業が造る集団から考える集団に」
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本報告書は、「日・米・欧の民間企業の研究開発マネジメントに関する国際比

較調査」の一環として、日本企業を対象に実施した調査結果をとりまとめたもの

である。調査の企画、調査票作成、報告書作成に際しては、当研究所第1研究グ

ループ野中郁次郎総括主任研究官に特に指導を受けるとともに、第2研究グルー

プ権田金治総括主任研究官、ならびに新技術事業団川崎雅弘専務理事（元当研究

所長）にも多くの有益な示唆を頂いた。この場を借りて感謝の意を表したい。

平成5年7月

第2調査研究グループ　特別研究員

前第2調査研究グループ　上席研究官

（現カナダ日本国大使館　一等書記官）

第2研究グループ　　　　研究員

第2調査研究グループ　総括上席研究官

前第2調査研究グループ　総括上席研究官

（現信州大学経済学部教授）
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Ⅱ．　目　的　・　仮説

本研究を実施するに際して、日本の製造業においては、餓烈な国際的技術競争、

技術・製品・市場の成熟化に伴う利益率の低下、市場ニーズの多様化、経営多角

化による事業範囲の広範囲化、新技術のシーズ、基盤技術の多様化、成果を得る

為の研究開発投資額の高騰、研究期間の長期化等による不確実性の高い経営環境

に的確に対処するため、「戦略」、「戦略的マネジメント」の重要性が高まりつ

つあるのではないかという問題意識が前接としてあった。

本研究の目的は、日本の製造業における戦略的研究開発マネジメントの重要性

に対する認識の高まりをアンケート調査に基づく様々なデータをもって検証する

とともに、前述のような不確実性の高い環境に対応し、研究開発活動を効果的、

効率的に運営するために、日本の民間における研究開発を担う代表的な製造業各

社がどのように努力し、どのような問題意識を持っているのかを明らかにするこ

とにある。また、結果を踏まえて、民間企業に限らず、広く研究開発活動を営む

機関に研究開発マネジメントについて効果的、効率的な研究開発を運営する上で

普遍性のある示唆を提示したいと考えた。

日本の製造業が「造る企業から考える企業へ」と企業自身が変革しつつあるト

レンドの中で、「何を如何に造り」そのためには「何をすればよいか」という従

業員が目指すべき方向性・目標としての「戦略」を改めて明確に提示することの

重要性が高まりつつある。不確実性の高い経営環墳に的確に対処するため差別化、

重点化を念頭に置いた戦略的マネジメントが必要とされているとすれば、このよ

うな動向に対する企業内での具体的な対応施策の一つとして、「戦略」を立案・

遂行するための研究開発戦略を専門に担当する部門が設置されているのではない

かという仮説をたてた。研究開発戦略を専門に担当する部門は、社内外の多様な

経営情報の中から自社に有益なものだけを捨取選択し、社内で利用できる形に加

工（創造）し提供したり、「戦略」を立案・遂行するに際して、部門間の意見を

調整する機能を果たすことを想定した。

仮説に基づき、研究開発戦略を専門に担当する部門が有るか無いかという視点

で、「研究開発部門長の地位の変遷」、「研究開発予算計画の策定方法」、「研

究開発部門と他部門との連携」、「研究者・技術者に対する処遇、考え方」、

「コンソーシアについて」等の研究開発マネジメントに関する個々の項目につい

て回答の傾向を見ることで日本の製造業の研究開発マネジメントの特徴を把握し

ようという試みを行った。

誤解を招くことを回避するために付け加えると、研究開発戦略を専門に担当す

－3－



る部門が設置されていることが、即、戦時的研究開発マネジメントが実施されて

いることを意味すると考えているわけではなく、あくまで「戦略」の重要性の高

まり、「戦略的マネジメント」の導入レベルを示す一要素（メルクマール）とし

て当該部門の有無を取り上げた。

本研究では、下記のように「戦略」、「戦略的マネジメント」を定義した。

「戦時」：社内外の環境を分析した上で、それに適合する自社の資源配分を論理

的に展開するために策定されたビジョン。

「戦時的マネジメント」：策定された「戦時」に照らし合わせて、差別化、重点

化を念頭に置きその実行手段（戦術）を立案し、遂行すること。

また、組織構成員の自律性、自主性を重んじる有機的システムにおいても「戦略」

は何等対噂する概念ではないと考えている。

－4－



III．　謬司査手法

1．調査手法

郵送によるアンケート調査手法を用いた。質問調査票は38問からなり、研

究開発に関する全般的な事項について質問した。（質問調査票は資料1参照）

2．対象企業及び対象者

研究開発費は研究開発活動の規模を反映しており、研究開発費が一定規模以

上であればそれらの企業で実施されている研究開発マネジメントは比較可能で

あるという趣旨に基づき、対象企業の選定に際して研究開発費が100億円以

上の企業を目安とした。また、これは本調査が研究開発活動の運営に普遍性の

ある（業種特性等を超越した）示唆を掟示することを目指していることと無関

係ではない。東洋経済新報社の会社四季報により、1990年度の研究開発費

が100億円以上の企業149社を対象企業とした。（但し、業種比較を可能

とするため、100億円未満の企業を12社含めた。ちなみに最小額は75億

円、平均額は90億円。）

これらの企業の研究開発部門長もしくは研究開発部門担当役員をダイヤモン

ド社の会社職員録で調べ、1991年12月上旬に直接、質問調査票を郵送し

た。質問調査票の表紙に、回答にあたっては研究開発戦略、研究開発マネジメ

ントシステム、経営環境などについて客観的なデータに基づいて回答できる人

に記入してもらうよう要請した。

3．回答企業及び回答者の属性

対象企業149社のうち126社から回答を得ることができた。（回収率

84．6％）回答企業全社の研究開発費、売上高、従業員数、研究者数は日本の民

間企業のそれぞれについて各々64．4％、38．4％、32．2％、55．3％を占める。（＊）

回答者の役職の構成は図1に示す。（以下、図中Nはサンプル数、Qはアン

ケート質問調査票の質問番号を示す。）

また、回答者がどのセクションで研究開発戦略立案に従事しているかについ

ては図2に示す。

（●1

本調査回収データの総務庁統計（平成3年科学技術研究調査報告：特殊法人を除く全産業の研究を行って

いる全社を対象としたデータ）に占める割合。研究開発費は社内使用支出額、研究者数は研究本務者致。

－6－



図1回答者の役職［Q．1］

図2　回答者がどのセクションのR＆D戦略立案に従事しているか［Q．2］

－7－

全社73（57．9％）



Ⅳ．　調査結果

1．研究開発活動の概況

ト1研究開発活動の構成比率

研究開発活動の内訳について、研究テーマ数による分類、人員配分比率による

分類で各々の構成比率を百分率で回答を求め、有効回答企業の回答数字の単純平

均で集計した。

研究テーマ数による構成比率は、基礎研究が11．3％、主要事業に関する研究テ

ーマが46．4％、主要事業関連研究テーマが24．1％、新規事業分野研究テーマが16．

8％、その他が1．4％となった。（図3参照）基礎研究の比率については、総務庁

統計（平均10％）に比すると高いがこれは本調査の対象企業の規模が大きいため

と考えられる。

人員配分による構成比率は基礎研究のうち（1）学術研究が　3．3％、（2）新技術

に関する研究が　9．7％、応用研究のうち（1）新製品の開発に関する研究が40．8％、

（2）既存製品の改良に関する研究が26．3％、新しい製造方法の開発が　9．5％、生

産工程の改善が　8．5％、その他が1．9％となった。（図4参照）

］ト2　研究開発の人員配分比率

研究開発の人員配分比率について、自社研究、技術導入を受けての研究、試作、

その他の4つに分類し、各々の構成比率を百分率で回答を求め、有効回答企業の

回答数字の単純平均で集計した。自社研究の比率は79．6％、技術導入を受けての

研究は　9．0％、試作は10．0％、その他は1．4％であった。（図5参照）

卜3　研究形態の構成比率

研究形態の構成について、個人研究、共同研究（グループ外の個人との共同研

究）、グループ研究、社外プロジちクト、委託研究、その他の6つに分類し、各

々の構成比率を百分率で回答を求め、有効回答企業の回答数字の単純平均で集計

した。個人研究の比率は　7．9％、共同研究は　9．8％、グループ研究は66．9％、社

外プロジェクトは　6．6％、委託研究は　8．1％、その他は　0．7％であった。（図6

参照）

－8－



図3　研究開発活動の構成比率［Q．221
（研究テーマの数による）
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．こ．バ ゼく工、工．こ籠ミi ミミ点きiう・ニー工．工

・・・、・・・・謡 昭 治 ：謀．ナく・．、・恕 私 聾 欝 蕾，・心　　　 工史・．・l こ鮮 ・．粥 ，・㌣ こ・プ

鮭1．基礎研究図2．主要事業団3．主要事業関連団4．新規事業⊂］5．その他

3．3％9．7％

N＝116

図4　研究開発活動の構成比率［Q．26］

（人員配分比率による）

40．8％　　　　　　　　　　　26．3％　　　　9．5％　8．5％1．9％
：：酢 V 、 ’．捕 ．こここ ‘’；…．誉 こ…

こ・’ヽ ’ヽ・

私1．（1）学術研究　竃1．（2）新技術　　窃2．（1）新製品の開発国2．（2）既存製品の改良

図3．製造方法の開発図4．生産工程の改良□5．その他

図5　研究開発の人員配分比率［Q．24］

79．6％

N＝115

9．0％10．0％1．4％

1・、添l
軸1．自社研究団2．技術導入を受けての研究囚3．試作□4．その他

N＝115

図6　テーマ別研究形態の構成比率［Q．231

7．9％　9．8％　　　　　　　　　　　　　66．9％　　　　　　　　　　　　6．6％8．1％0．7％

細 風域鞭鱒異清聴津iお・轍1．個人研究　　　　国2．共同研究臼3．グループ研究

団4．社外プロジェクト恐5．委託研究□6．その他
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1－4　標準的研究期間

標準的研究期間について1～2年、3年、5年、10年以上の4つから択一形

式で回答を求めた。1～2年と回答した企業の比率は11．6％、3年と回答した企

業の比率は52．0％、5年と回答した企業の比率は32．3％、10年以上と回答した

企業の比率は　4．2％で、3年を標準的研究期間と回答した企業がもっとも多かっ

た。（図7参照）

ト5　年間の研究開発予算に占める新規テーマ予算の割合

年間の研究開発予算に占める新規テーマ予算の割合について聞いた。

回答企業は101社で、それらの単純平均は21．7％であった。

ト6　新技術の頻度

対象企業の主要市場における新技術の頻度（単年度）について、極めて低いか

ら極めて高いまでの7段階評価で聞いた。図8は結果を大まかな業種別C＊）に表

したものである。機械関連製造業では、他の業種に比し新技術の頻度が高い。

ト7　製品体系変更の必要性

製品体系変更の必要性について、極めて低いから極めて高いまでの7段階評価

で聞いた。（図9参照）　半数の企業で製品体系変更の必要性についての認識が

比較的高くなっている。

（＊）

産業区分は以下のとおり。

建設業；建設業

消費関連製造業；食品、繊維

素材関連製造業；化学、医薬、塗料、その他化学、石油、ゴム、ガラス、その他窯業、普通鋼、非鉄、電線

機械関連製造業；産業機械、その他機械、重電、通信機、家電・部品、計器、その他電機、造船、自動弔、精密

その他製造業；その他製造業

通信・公益業；放送・通信、電力、ガス

ー10－



図7　標準的研究期間［Q．21］

11．6％　　　　　　　　　　　52．0％　　　　　　　　　　　　　　　32．3％　　　　　4．2％

塵1．1～2年臼2．3年団3．5年□4．10年～

図8　新技術の頻度［Q．10］
1．6％3．2％18．3％　　　　32．5％　　　　　　23．0％　　9．5％5．6％6．3％

全体

建設業

消費関連製造業

50．0％　　　　　　　　　　　　　　　50．0％

12．5％　　　　　37．5％　　　　　　　25．0％　　　　　25．0％

平均値

N＝126　4．31

N＝4　　3．50

N＝8　　3．50

2．2％　23．9％　　　　　　　37．0％　　　　　　21．7％　4．3％2．2％8．7％

素材関連製造業

機械関連製造業

その他製造業

過信・公益業

N＝46　4．10

3．6％10．7％　　30．4％　　　　　　26．8％　　　16．1％　8．9％3．6％

33．3％　　　　　　　　　33．3％　　　　　　　　　33．3％

11．1％11．1％11．1％　　22．2％　　11．1％11．1％　　22．2％

錮1．極めて低い国2．巨ヨ3．図4．中程度　□5．

団6．17．極めて高い□不明

N＝56　4．70

N＝3　　5．00

N＝9　　3．71

図9　製品体系変更の必要性［Q．11］

2．4％9．5％7．9％　　　28．6％　　　　　27．0％　　　17．5％　3．2％4．0％　　平均値

く・．誉ここ工工．・
誇 登 時 ：串：ミ

11．極めて低い国2．団3．国4．中程度　□5．

図6．■7．極めて高い［コ不明

N＝126　4．39
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2．戦喝的研究開発マネジメントに対する認識の高まり

2－1研究開発戦略を専門に担当する部門の有無

日本企業における戦略的研究開発マネジメントに対する認識の高まりを確認す

るために、研究開発戦略を専門に担当する部門の有無について回答を求めた。ま

た、当該部門の設置を「戦略」の重要性の認識、「戦略的マネジメント」の導入

レベルを示す一要因とみなし、当該部門の有無を次項以下の回答結果の傾向を分

析するために利用した。回答結果は、図10に示す。有効回答企業数は126社

で、研究開発戦時を専門に担当する部門が有ると答えた企業は全体の65．1％（8

2社）、当該部門が無いと答えた企業は33．3％（42社）であった。また、研究

開発戦略を専門に担当する部門が有ると答えた企業のその部門の従属部門は、図

11に示すとおり、59．8％（49社）が社長、22．0％（18社）が事業本部、9．

8　％（8社）が研究所であった。研究開発戦略を専門に担当する部門の有無と研

究開発費の規模、業種との相関は認められなかった。（図12、図13参照）

回答結果から分かるように、126社の内、49社が社長直属の研究開発戦略

を専門に担当する部門を持っている。これらの企業では、「戦略」、「戦略的マ

ネジメント」の重要性を十分に認識しているものと考えられる。また、あると答

えた他の26社においても戦略的研究開発マネジメントを念頭に置き、組織とし

て社内外の研究開発環境に対処していると言えるのではないだろうか。
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図10　R＆D戦略立案担当部門の有無［Q．51

図11　R＆D戦略立案担当部門の従属部門［Q．51

－13－
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図12　研究開発戦略を専門に担当する部門の有無［Q．5］
（研究開発費の規模別）

67％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　33％

～100億円未満

～150億円未満

～200億円未満

～300億円未満

～500億円未満

～1000億円未満

～2000億円未満

2000億円以上～

53％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　47％

68％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　32％

65％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　35％

72％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　22％　　　　　6％

75％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　25％

67％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　33％

78％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　22％

隠部門が有る　□部門は無い□不明
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図13　研究開発戦略を専門に担当する部門の有無［Q．51
（業種別）

65％

全体

建設業

消費関連製造業

素材関連製造業

機械関連製造業

その他製造業

通信・公益業

33％　　　　　　　2％

50％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　50％

35％　　　　　　　　　4％

63％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　38％

鰯部門が有る　□部門は無い［］不明
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2－2　研究開発部門長の地位の向上（1981年と1991年を比較して）

近年、製造業においてトップマネジメントにおける研究開発の重要性が以前に

もまして高まりつつある現状を踏まえ、この傾向をデータをもって検証するとと

もに、トップマネジメントにおける研究開発部門の相対的発言力の増大を確認す

るために、1981年と1991年の研究開発部門長の役職を聞き、比較した。

（図14参照）

図15は、1981年の役職の回答番号と1991年の役職の回答番号の差を

とったものであるが、役職の回答番号は社長以下上役順になっており、その差が

正であれば、研究開発部門長の地位が向上したことを示し、0ならば同一、負な

らば低下したことを示す。

図を見て明らかなように、全体的に10年間で研究開発部門長の地位は上役に

シフトしているのがわかる。

研究開発部門長の地位の向上は、

1．トップマネジメントにおける研究開発部門の相対的な発言力の増大

2．研究開発に対する全社レベルでの戦略的対応の強化

3．研究開発部門内での指揮命令系統のトップダウン化の強化

が図られた結果であると考えられる。

また、研究開発戦略を専門に担当する部門の有無によっても回答結果の傾向に

差異がみられた。

図15をみると研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群においては、

研究開発戦略を専門に担当する部門の無い企業群と比較し、研究開発部門長の地

位が低下した企業の比率も向上した企業の比率も低く地位が同一である企業が多

い。研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群では早くからトップマネジ

メントにおける研究開発の重要性が認識され、企業内での対応が図られていたこ

とがうかがわれる。

また、研究開発戦略を専門に担当する部門の無い企業群においては地位が向上

した企業の占める比率が最も高く、この10年間で組織的な対応が進んでいるこ

とがわかる。
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図14　研究開発部門長の役職［Q．131

（1）1981年の研究開発部門長の役職

1．6％7．1％19．0％　　　　　34．9％　　　　　　21．4％　　14．3％1．6％

1．2％8．5％18．3％　　　　　　36．6％　　　　　　　23．2％　　12．2％

部門が有る

2．4％l．8％　21．4％　　　　　　33．3％　　　　　19．0％　　　19．0％

（2）1991年の研究開発部門長の役職
4．0％15．9％　　　22．2％　　　　　　31．7％　　　　15．9％　8．7％1．6％

2．4％14．6％　　　　29．3％　　　　　　　31．7％　　　　14．6％　7．3％

7．1％　19．0％　　9．5％　　　　33．3％　　　　　19．0％　11．9％

部門が無い

部門が有る

部門が無い

団1・社長ロ2・副社長国3・専柵締役圏4・常務取締役［コ・取締役囚・部長職［コ不明

図15　研究開発部門長の地位の変化［Q．13］
（1981年と1991年の比較）

43．5％　　　　　　　　　　　　　42．7％　　　　　　　13．7％

41．5％　　　　　　　　　　　　47．6％　　　　　　11．0％

部門が有る

部門が無い

47．6％　　　　　　　　　　　33．3％　　　　　19．0％

．°．ノ．一．’ノー　く

題上方‘こシフトした企業□靴の柚った企集団下方にシフトした企業
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2－3　研究開発活動の効率化に対する関心の高まり

つい最近まであるいは現在でもなお、トップマネジメントにとって研究開発は、

経営資源を投入しても、どの程度のアウトプットを得られるか計り知ることので

きない、いわば、ブラックボックスであるというような認識が定着している。

研究開発をとりまく環境が厳しさを一層増し、不確実な要因が増大するにつれ

て、経営者は、研究開発はブラックボックスとの意を深める一方で、何とか研究

開発活動の効率化を図りたいという願望を根強く持っている。研究開発の効率化

を図る必要性については、回答企業全社がその必要性を感じていると答えた。

（図16参照）

また、効率化を図るための課題について優先順位の高いものから複数回答可とし

て回答を求めたところ、過半数の企業が最優先課題として「資源を投入する分野

の絞り込み」を挙げた。（図17参照）この回答結果は、研究開発を運営する上

で資金の増大、研究開発期間の長期化を強いられている昨今の厳しい企業の経営

環境を反映していると考えられる。最優先課題として2番目に多くの企業に挙げ

られた「研究→開発→生産各部門への技術移行の円滑化」は、製品化を短期間に

低コストで実現することを熟知していると言われる日本企業の回答としては一見、

意外なものであったが、日本企業が研究に本腰をいれて取り組み始めた現状を踏

まえれば、特に研究ステージから各段階への技術移行について問題視しているも

のと考えられる。

研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群は当該部門の無い企業群と比

較するとどちらかというと「技術移行の円滑化」を挙げた比率が少なく、「研究

分野の絞り込み」を挙げた企業が多かった。
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図16　R＆Dの効率化を図る必要性［Q．12］

図17　R＆Dの効率化を図る課題［Q．121

19．0％　　　　20．6％　　　　　　　　　　55．6％　　　　　0．8％0．8％3．2％

N＝126

19．5％　　　19．5％　　　　　　　　　　56．1％　　　　　　1．2％3．7％

部門が有る

部門は無い

19．0％　　　　23．8％　　　　　　　　　　　52．4％　　　　　　　2．4％2．4％

馳研究テーマの事業化評価橿当技術移行の円滑化国研究分野の絞り込み

田研究中止時期の見極め　図その他　　　□不明
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2－4　投資対効果の観点から見た研究開発活動の評価についての認識

企業の経営陣は、研究開発部門を企業内の他の部門と同様にはマネジメントで

きそうにもないという認識を持っているようである。研究開発の投資対効果は予

測不可能なため研究開発部門は前述のブラックボックスにたとえられたりしてい

る。一部には、研究開発は効率を求めるのは間違いで、効果的（個々の研究者の

創造力の活性化を図りつつ短期的な収支にとらわれず腰を据えて研究に取り組む

の意）に運営すべきであると主張する人もいる。確かに、研究開発を運営する上

での基本姿勢はかくあるべきという意味では議論の余地はない。研究開発は効果

的に運営するべきであると分かっていても、一方で、経営者は何とかコスト効率

を向上させたいと考えている。図18は、R＆D活動を投資効率の側面からみた

評価について聞いた回答結果である。全体の18．3％（23杜）が、「投資効率を

評価することは不可能だと思う。」、68．3％（86社）が「適切な評価手法の導

入を検討中。」、11．1％（14社）が「既に実施している。」と答えた。

「投資効率を評価することは不可能だと思う。」と答えた企業には、「評価が

不可能」の意に加え、「評価する手間暇が利用価値に見合わない」と考えている

企業があるのではないだろうか。これは、「適切な評価手法を検討中。」、「既

に実施している。」と答えた企業の中にも潜在意識の中に少なからずあると思わ

れるが、定量化できるものはできる限り客観的データとして蓄積することが、戦

略的研究開発マネジメントを導入するための第一歩であることは言うまでもない。

その意味では、回答結果を見る限り、全体の8割の企業は戦略的研究開発マネジ

メントの重要性を認識し、研究開発の投資効率を評価しているあるいは評価を前

向きに検討していると言えるのではないだろうか。

また、研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群には当該部門の無い企

業群と比して回答傾向に多少の違いが認められた。（図11参照）

研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群は相対的に「投資効率を評価

することは不可能だと思う。」と回答した企業の比率が低く、「既に実施してい

る。」と回答した企業の比率が高かった。
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図18　研究開発活動の投資効率の評価［Q胡

18．3％　　　　　　　　　　　　　68．3％　　　　　　　　　　　11．1％2．4％

’ ．・工・ノ

N＝126

17．1％　　　　　　　　　　　　　69．5％　　　　　　　　　　　　12．2％1．2％

部門が有る

部門が無い

21．4％　　　　　　　　　　　　　　69．0％　　　　　　　　　　　　9．5％

囚評価は不可能　図適切な方法を検討中

既に実施している□不明
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2－5トップマネジメントにおける研究開発部門の発言力、影響力

トップマネジメントにおける研究開発部門の相対的発言力、影響力を明らかに

するために、企業全体の業績に影響を与える事柄について各部門がどの程度の発

言力や影響力を持っているかについて、回答番号1「ほとんどあるいは全く影響

力をもたない」、回答番号2「やや影響力をもつ」、回答番号3「かなり影響力

をもつ」、回答番号4「多くの影響力をもつ」、回答番号5「極めて多くの影響

力をもつ」の5段階評価で聞いた。

図19は、企業全体の業績に影響を与える事柄についての各部門の発言力、影

響力の度合いを回答番号の平均値【（1×a＋2×b＋3×C＋4×d＋5×e）

／（a＋b＋C＋d＋e）：数字は回答番号、a，b，C，d，eは回答企業数】

をとり表したものである。平均値が大きいほど影響力が大、小さいほど小である

ことを示す。一番影響力の大きい部門は販売・マーケティング部門（平均値4．18）

で、次いで製造部門（同3．67）、研究開発部門（同3．61）、社長室・企画部門

（同3．59）、財務・会計部門（同3．32）、資材・購買部門（同2．69）、総務・人

事・労務部門（同2．62）の順となった。

ちなみに回答番号5の「極めて多くの影響力をもつ」と回答した企業数のみで

比較すると研究開発部門は販売・マーケティ　ング部門に次ぐ影響力をもつ。

また、研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群の回答結果は当該部門

の無い企業群よりも各部門総じて発言力、影響力が大きい傾向にあった。（図2

0参照）研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群と当該部門の無い企業

群を各部門毎に回答番号の平均値で比較すると、研究開発部門の影響力は0．19、

販売・マーケティ　ング部門は0．17、製造部門は0．16、財務・会言十部門は0．22、総

務・人事・労務部門は0．23、社長室・企画部門は0．40、資材・購買部門は0．20研

究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群の方が大きかった。

研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群は、概して各部門の情報、意

見がより十分に吸い上げられ、トップマネジメントの意志決定に反映されている

のではないだろうか。
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図19　企業全体の業績に影響を与える事柄についての
各部門別の発言力、影響力［Q．16］

研究開発

図に示した数値は、次の選択肢からの回答番号の平均値。（N＝124）

1　　　　　2　　　　3　　　　4　　　　5

ほとんどあるいは　　やや影響力　かなり影響　多くの影響　極めて多くの
全く影響力をもたない　　をもつ　　力をもつ　　力をもつ　影響力をもつ

図20　企業全体の業績に影響を与える事柄についての
各部門別の発言力、影響力［Q．161

販売・マーケテイング

製造

研究開発

社長室・企画

財務・会計

資材・購買

総秩・人事・労務

4 ．2 4

1 4 ．0 7

3 ．7 3

1 3 ．5 7

［］調 ・田 恩 に 田 丸 の

．D ．4 8

▼ロ 前 繁 昌 輔 空 包 3 ．7 2

’∴ 13 ．3 2

3 ．3 9

・・ は ．1 7

2 ．7 7

′ここ‾．こ12 ．5 7

2 ．7 1

こ1 2 ．4 8

l　　　　　　　　　 l　　　　　　　　 l

1　　　　2　　　　3　　　　4　　　　5
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3．戦時的研究開発マネジメントの現状

3－1研究開発予算計画の策定法

戦略的研究開発マネジメントの導入の現状を把握するために、研究開発予算計

画の策定方法について回答を求めた。回答番号1の「着手当初の研究計画に基づ

き、各研究グループが積み上げ方式で計上する」は現場任せでほとんど戦略的マ

ネジメントが導入されていないことを、回答番号2の「各研究グループが積み上

げ方式で計上し、研究管理部門が予算枠と照らし合わせた上で、一律に上乗せま

たはカットする。」は、研究開発マネジメントに戦略性が乏しいことを、回答番

号3の「各研究グループが積み上げ方式で計上した後、研究管理部門が微調整し、

さらに重要研究と評価するものには別枠で上乗せする。」は、ある程度戦略性を

もった研究開発マネジメントが実施されていることを、回答番号4の「研究管理

部門が前年度実績を踏まえて種々の客観的データに基づいて評価し、重点配分す

る。」は戦略的研究開発マネジメントが実施されていることを、回答番号5の

「研究管理部門が前年度実績を踏まえて種々の客観的データに基づいて評価し、

重点配分するが、予算計画の策定にあたり営業部門の意向が大きく反映される。」

は、戦略的研究開発マネジメントの実施に加えて欧米企業との比較を意識して営

業部門の意向が大きく反映されることがあることを考慮して設定した。有効回答

企業数は126社で、回答番号1と回答した企業は全体の　4．8％（6社）、回答

番号2と回答した企業は22．2％（28社）、回答番号3と回答した企業は58．7％

（74社）、回答番号4と回答した企業は11．9％（15社）、回答番号5と回答

した企業は0％であった。（図21参照）この結果を見ると、回答番号3，4と

回答した企業は全体の7割を超えていることが分かる。これらの企業では戦略的

研究開発マネジメントの導入のレベルが高いと考えられる。

また、研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群と無い企業群では回答

結果に差があらわれた。研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群は無い

企業群に比して回答番号1「着手当初の研究計画に基づき、各研究グループが積

み上げ方式で計上する。」、回答番号2「各研究グループが積み上げ方式で計上

し、研究管理部門が予算枠と照らし合わせた上で、一律に上乗せまたはカットす

る。」の回答比率が低く、回答番号3「各研究グループが積み上げ方式で計上し

た後、研究管理部門が微調整し、更に重要研究と評価するものには別枠で上乗せ

する。」の回答比率が高かった。研究開発予算計画の策定方法についても戦略に

のっとった予算配分、調整を行うという点で、研究開発戦略を専門に担当する部

門の有る企業群の方が、戦略的なマネジメントの導入が図られているという点に

ついて先進的であると考えられる。
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図21研究開発予算計画の策定方法【Q．37］

4．8％　　22．2％　　　　　　　　　　　　58．7％　　　　　　　　　11．9％2．4％

N＝126

2．4％　20．7％　　　　　　　　　　　　　　63．4％　　　　　　　　　　　11．0％2．4％

部門が有る

部門が無い

．．ノ．．．

9．5％　　　　26．2％　　　　　　　　　　　　52．4％　　　　　　　　　11．9％

富
曽
靂

囲着手当初の研究計画に基づき、各研究グループが

積み上げ方式で計上する

各研究グループが積み上げ方式で計上し、研究管理部門が予算枠と

照らし合わせた上で、一律に上乗せまたはカットする。

各研究グループが積み上げ方式で計上した後、研究管理部門が微調整

し、更に重要研究と評価するものには別枠で上乗せする。

研究管理部門が前年実績を踏まえて種々の客観的データに基づいて

評価し、重点配分する。

［］不明
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3－2　全社的な研究計画の立案について

全社的な研究計画の立案について、立案の有無、計画の期間、立案の実質的な

責任者、計画の決裁者を聞いた。

全社的な研究計画とは、企業戦略に照らして全社的に通常の研究計画よりも長

期に取り組まねばならないものであると想定した。

有効回答企業数は126社で、全社的な研究計画の立案を行うと答えた企業は

全体の81．0％（102杜）で、行わないと答えた企業は全体の15．1％（19社）

であった。（図22参照）

また、その期間は5年と回答した企業が最も多く該当企業102社の49．0％

（50社）を占め、次いで3年と回答した企業が40．2％（41社）、10年と回

答した企業が9．8％（10社）を占めた。（図23参照）

計画立案の責任者は、研究管理部門長、研究管理担当役員と回答した企業がと

もに33杜（32．4％）あった。（図24参照）

計画の決裁者は、担当役員と回答した企業が58社で全体の56．9％を占め、次

いで社長と回答した企業が36社あり全体の35．3％を占めた。（図25参照）

研究開発戦略を専門に担当する部門の有無により回答結果の傾向を見ると、図

22に示すとおり、研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群は当該部門

の無い企業群に比して「全社的な研究言十画の立案を行う。」と回答した比率が高

い。

研究計画の期間については差は認められなかった。（図23参照）

研究計画立案の責任者については、研究開発戦略を専門に担当する部門の有る

企業群は「研究管理担当役員」と回答した比率が最も高く、当該部門の無い企業

群と比して全体的により役職が上位に回答する傾向がみられた。（図24参照）

また、研究計画の決裁者については研究開発戦略を専門に担当する部門の有る

企業群は当該部門の無い企業群よりも「社長」と回答した比率が低かった。

（図25参照）

研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群は当該部門の無い企業群に比

し、全社的な研究計画を立案する比率が高く、「全社的な研究計画」の意味及び

重要性を踏まえ立案の責任者の役職は比較的上位で、計画の決裁者は権限の委譲

が図られた結果「社長」より「担当役員」と回答した比率が高かったと考えられ

る。
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図22　全社的な研究計画について［Q．61

81．0％　　　　　　　　　　　　15．1％4．0％

朗．1％　　　　　　　　　　　　　12．払3．7％

部門が有る

部門が無い

N・82部門が有る

762％　　　　　　　　　　　　　　21．4％　2．4％

閻行う田行わない□不明

N・42部門が無い

図24　研究計画立案の責任者［Q．6］

1．0％　　27．5％　　4．9％　　　32．4％　　　　　　　　32．4％　　　2．0％

24．6％　　5．8％　　　33．3％　　　　　　　　　36．2％

部門が有る

部門が無い

3．1％　　　34．4％　　　3．1％　　31．3％　　　　　　25，0％　3．1％

図23　研究計画の期間［Q．6］

40．2％　　　　　　　　　　　　49．0％　　　　　　　9．8％1．0％

40．飢　　　　　　　　　　　　　49．3％　　　　　　　10．1％

圏3年臼5年□10年田15年以上□不明

図25　研究計画の決裁者［0．6］

35．3％　　　　　　　　　　　　56．9％　　　　　　2．0％5．9％

N－餌　部門が有る

N．32　部門が無い

｝研究者　　監研究リーダー　図研究管理担当者

囲研究管瑚Fl長□研究管雛当役員□不明
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37．5％　　　　　　　　　　　　53．1％　　　　　　3．1％6．3％

胞社長　　団担当役月田その他の役員

団研究管理椚長□不明



3－3　全社的な研究戦略の立案について

全社的な研究戦略の立案について、立案の有無、戦時の期間、立案の実質的な

責任者、戦略の決裁者を聞いた。

全社的な研究戦略の立案を行うと回答した企業は全体の75．4％（95社）で、

行わないと回答した企業は18．3％（23社）であった。（図26参照）

また、その期間は5年と回答した企業が最も多く、該当企業全95社の43．2％

（41杜）を占め、次いで10年と回答した企業が34．7％（33社）を占めた。

（図27参照）

研究戦略立案の責任者は、研究管理担当役員と回答した企業が51社（53．7％）

あり、次いで研究管理部門長と回答した企業が31社（32．6％）あった。

（図28参照）

研究戦時立案の決裁者は、社長と回答した企業が52杜で全体の54．7％を占め、

次いで研究管理担当役員と回答した企業が39社あり全体の41．1％を占めた。

（図29参照）

研究開発戦略を専門に担当する部門の有無により回答結果の傾向を見ると、研

究開発戦時を専門に担当する部門の有る企業群は当該部門の無い企業群に比して

「全社的な研究戦略の立案を行う。」と回答した比率が圧倒的に高い。

（図26参照）

研究戦略の期間についても研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群と

当該部門の無い企業群の回答結果に大きな差異がみられた。（図27参照）研究

開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群の回答結果は「3年」、「5年」、

「10年」と分散しているが、当該部門の無い企業群は「5年」の回答比率が7

割を超えた。これは、研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群は短期、

中期、長期に分けて網羅的に戦時を立案しているにもかかわらず、回答欄が一つ

しかなかったため回答結果が散らばったのではないかということがまず考えられ

る。次に考えられるのは、研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群は7

2社と当該部門の無い企業群の21社と比し数が多く、業種も多岐にわたるため

業種による研究開発の期間の違いではないかということである。業種によって製

品のライフサイクルが異なりそれが戦時の期間に反映されているのではないだろ

うか。回答結果は比較的分散したものの、研究開発戦略を専門に担当する部門の

有る企業群は「10年」以上と回答した比率が4割を超え、全社的な研究計画期

間で最も回答比率の高かった「5年」（5割）を考慮すると本調査で意図した

「戦略」、「計画」の言葉の意味をより正しく理解していると言えるのではない

だろうか。
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図26　全社的な研究戦略の立案［Q．7］

部門が無い

部門が有る

50．0％　　　　　　　　　　　　38．1％　　　　11．9％

阻行う凶行わない□不明

図27　研究戦略の期間【Q．7］

18．9％　　　　　　　43．2％　　　　　　　　　　34．7％　　1．1％2．1％

21．9％　　　　　　35．6％　　　　　　　　　39．7％　　　1．4％1．4％

9．5％　　　　　　　　　　　71．4％　　　　　　　　　　　19．0％

部門が無い

認3年図5年臼10年団15年以上□不明
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研究戦略立案の責任者には差が認められなかったが、「社長」と回答した企業

は2社ともに研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群に属している。

（図28参照）

研究戦略の決裁者については研究開発戦時を専門に担当する部門の有る企業群、

当該部門の無い企業群では差は認められなかった。（図29参照）
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図28　研究戦略立案の責任者［0．7］

6．3％3．2％　32．6％　　　　　　　　　　　53．7％　　　　　2．1％2．1％

5．5％2．m　34．2％　　　　　　　　　　　　54．8％　　　　　　　2．7％

部門が有る

部門が無い

9．5％4．8％　　28．6％　　　　　　　　　　52．4％　　　　　　　4．8％

田槻リーダー　胞研究管理担当者囚研究管理脚長

□研究管舶当役月表社長　　［］欄

図29　研究戦略の決裁者［Q．71

54．7％　　　　　　　　　　　　　41．1％　　1．1％2．1％1．1％

臆社長　　囚担当朋巨∃その他の役員

団研究管理椚長□不明
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3－4　研究開発戦略立案にあたり重視される項目

研究開発戦略の立案に際して、各項目がどの程度重視されているかについて回

答番号1「極めて重視されている」、回答番号2「重視されている」、回答番号

3「どちらともいえない」、回答番号4「あまり重視されていない」、回答番号

5「重視されていない」の5段階評価で聞いた。（図30参照）

相対的に、重視されている上位3項目は、1位「将来の会社にとってのその技

術の重要性」（回答番号の平均値1．45）、2位「マーケットニーズ」（同1．56）、

3位「R＆D部門の人材」（同1．63）であった。

また、下位3項目は、1位「国家プロジェクトの動向」（同2．67）、2位「技

術限界の有無」（同2．63）、3位「競合企業との相対的なR＆D資源投入量」

（同2．63）であった。

重視されている上位3項目は、異論をはさむ余地はない。最下位から2番目の

「技術限界の有無」は研究開発に技術限界はつきものであることを考えれば相対

的な重視の度合いが低かったのも当然であろうか。最下位から3番目となった

「競合企業との相対的なR＆D資源投入量」は意外な結果であった。競合企業の

情報を入手することが困難であろうことは想像できるが、本来、企業戦略上必須

項目であるのではなかろうか。

研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群は当該部門の無い企業群に比

して全ての項目について重視する度合いが（回答番号の平均値の差の平均値が0．

20）高かった。（図31参照）回答番号の平均値で比較すると研究開発戦略を専

門に担当する部門の有る企業群が顕著に重視する度合いが高かった項目は「ブレ

ークスルーのためのコスト」（平均値の差0．40）、「国家プロジェクトの動向」

（同0．33）、「製品のコスト競争力」（同0．33）であった。また、相対的に重視

されている上位3項目は研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群、当該

部門の無い企業群ともに全体の結果と同様1位「将来の会社にとってその技術の

重要性」、2位「マーケットニーズ」、3位「R＆D部門の人材」であった。

研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群は、戦略の立案にあたり社内

外の環境を構成する因子をより十分に吟味していることがうかがえる。一
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図30　研究開発戦略立案にあたり重視される項目［Q．191

平均値
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図31研究開発戦略立案にあたり重視される項目［Q．19］
（部門の有無別）

平均値
65％
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研究者のやる気
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3－5　環境変化に対応するため研究開発戦略の見直しをする部門

戦略的研究開発マネジメントの実施状況を把握するため、研究進行中の環境変

化（他社動向、市場規模、代替技術の台頭等）に対応するための研究開発戦略の

見直しをどの部門（個人）がしているかについて回答を求めた。

回答番号4の「研究管理部門とマーケティ　ング部門等が連携して対処する。」

と回答した企業が最も多く全体の31．0％（39社）を占め、次いで回答番号3の

「研究管理部門が適切な指示をする。」が22．2％（28社）を占め、回答番号5

の「トップの判断により見直す。」が15．1％（19社）を占めた。回答番号1の

「研究者が個人的判断により見直す。」は　0．8％（1社）、回答番号2の「研究

グループリーダーが個人的判断により見直す。」は11．1％（14社）にすぎなか

った。（図32参照）

回答番号3はある程度組織的な対応がなされていることを、回答番号4は組織

的かつ戦略的に対応がなされていることを、回答番号5は組織的情報収集・分析

をもとにトップが判断していることを（今回の対象企業の規模は比較的大きいた

めトップが全ての懸案について把握し独自に判断を下すことは不可能と考えた。）

想定した。結果より、全体の7割弱の企業で、研究開発環境の変化にある程度組

織的かつ戦略的に対応がなされていることがわかる。

研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群は当該部門の無い企業群に比

して「研究管理部門が適切な指示をする。」、「研究管理部門とマーケティ　ング

部門等が連携して対処する。」と回答した企業が顕著に多く、組織的かつ戦略的

に対応がなされている
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図32　R＆D戦略見直しの担当［Q．30］

0．8％11．1％　22．2％　　　　　31．0％　　　　15．1％　14．3％　5．6％

N＝126

8．5％　　　25．6％　　　　　　　35．4％　　　　　15．9％　9．8％　4．9％

部門が有る

2．4％16．7％　16．7％　　　23．8％　　14．3％　　　23．8％　2．4％

部門は無い

N＝82

N＝42

臨1・研究者個人図2・研究グバリダ国3・研究管理部F憫4・研究管理部闇が連携対処

B5・トップの判断により見直す臼6・その他□不明
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3－6　コンソーシア（研究組合）について

コンソーシアに対する企業の認識について聞いた。ここでいうコンソーシアは

政府主導及び公的資金供与を受けてのものを除いた純粋に民間企業間のものを指

し、企業がコンソーシアを必要としているかどうか、経験の有無、経験が有る場

合その代表的なケースについてコンソーシアに参加する動機、相手企業の国籍及

び成否について質問した。

（1）コンソーシアの必要性

コンソーシアの必要性を感じると回答した企業は全体の65．9％（83社）、必

要性を感じないと回答した企業は全体の31．0％（39社）であった。（図33参

照）参考までに研究開発費の規模別、業種別で見ると回答結果は図34、図35

の通りである。

また、研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群は当該部門の無い企業

群に比して「コンソーシアの必要性を感じる」と回答した比率が顕著に高かった。

図33に示すとおり、研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群は「必要

性を感じる」と回答した企業数が74．4％（61杜）で、当該部門の無い企業群は

50．0％（21社）であった。

（2）コンソーシアの経験の有無

コンソーシアの経験が有ると回答した企業は全体の47．6％（60社）、経験が

ないと回答した企業は全体の47．6％（60社）であった。（図36参照）研究開

発費の規模別、業種別で見た回答結果は、図37、図38の通りである。

また、研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群は過半数の企業がコン

ソーシアの経験が有ると回答し、当該部門の無い企業群で経験が有ると回答した

企業は4割程度にとどまった。（図36参照）

以下（3）～（5）はコンソーシアの経験が有ると回答した企業を対象にしている。

（3）コンソーシアの動機

コンソーシアの経験が有ると回答した企業にその代表的なケースについて動機

を聞いた。全体の（経験が有ると答えた60社中）61．7％（37社）の企業が

「自社の研究開発力を補完するため。」を挙げた。次いで25．0％（15社）の企

業が「研究開発費が莫大にかかるため。」を挙げた。「海外の拠点作りのため。」、

「その他」はそれぞれ　3．3％（2社）にすぎなかった。（図39参照）コンソー

シアの経験の有る企業では研究開発力の補完がコンソーシア参加の主たる動機と

なっている。

また、研究開発戦時を専門に担当する部門の有る企業群は当該部門の無い企業
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図33　コンソーシアの必要性fQ．14］

（R＆D戦略立案を担当する部門の有無別）

部門が有る

部門が無い

74．4％　　　　　　　　　　　　　　　　　23．2％　　2．4％

50．0％　　　　　　　　　　　　　　　　　47．6％　　　　　　　2．4％

国感じる閻感じない［］不明

図34　コンソーシアの必要性［Q．14］

（研究開発費の規模別）

86％　　　　　　　　　　　　　　31％　　　　3％

全体

－100僅円未満

～150億円未満

～200億円末瀦

～300億円未満

～500倭円未満

～1000住円未漬

－2000億円束瀦

2000億円－

t感じる□感じない□不明

図35　コンソーシアの必要性［Q．141
（業種別）

N＝126

全体

N＝12

抜殻業

N＝30

消寅関連製造業
Nコ工19

N＝26　　素材関連製造業

Nこ18

機械関連製造業

N＝8

その他製造業

N＝3

N已9　　　通信・公益業
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図36　コンソーシアの経験の有無［Q．14
（R＆D戦略立案を抱当する恕門の有無別

47．6％　　　　　　　　　　　　　　47．6％　　　　　　A8％

坦経験がある辺経脚か□不明

図37　コンソーシアの経験の有無【Q．14】
（研究開発費の規模別）

48％　　　　　　　　　　　　　48％　　　　　　5％

～100憧円未満

～150億円未満

～200億円未満

～300億円未満

～500億円未満

～1000僅円未満

～2000仕円未満

2000億円～

薗経験が有る［コ経験は無い［コ不明
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図38　コンソーシアの経験の有無［Q．14】
（業種別）

伯％　　　　　　　　　　　　48％　　　　　　5％

75％　　　　　　　　　　　　　25％

一1∴∴∴、、
38％　　　　　　　　　　　　　63％

消費関連製造業

素材関連製造業

機械関連製造業

その他製造集

通信・公益集

部門が有る

部門が無い

48％　　　　　　　　　　　　　48％　　　　　　4％

45％　　　　　　　　　　　48％　　　　　　7％

67％　　　　　　　　　　　　　　33％

56％　　　　　　　　　　　　　　44％

薗経験が有る□経験は無い［コ不明

図39　コンソーシアの動機【Q．141

61．7％　　　　　　　　　　　　　25．0％　3．3％a3％6．7％

60．5％　　　　　　　　　　　　27．9％　乙3％之3％7．0％

62．5％　　　　　　　　　　18．8％　6．3％6．3％6．3％

臨研究開発力を補完団魚用が莫大にかかる田海外拠点づくり

圏その他　　□不明
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群に比して「研究開発費が莫大にかかるため。」と回答した比率が1割程度高か

く、コストについて敏感であることがうかがえる。「自社の研究開発力を補完す

るため。」と回答した比率には両群で差は認められなかった。

（4）コンソーシア参加企業の国籍

コンソーシアの経験が有ると回答した企業に、その代表的なケースについて参

加企業の国籍について聞いた。日本企業とのコンソーシアを挙げた企業は全体の

50．0％（31社）で、45．2％（28社）の企業は外国企業ともしくは外国企業を

含むと回答した。（図40参照）

また、研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群は当該部門の無い企業

群に比して参加企業の国籍が多岐にわたる傾向がはっきりと認められた。研究開

発戦略を専門に担当する部門の有る企業群にはヨーロッパの企業、欧米企業との

コンソーシアをその企業の代表的なコンソーシアと回答する企業が特に多くみら

れた。当該部門を有する企業群は積極的にグローバルネットワークの構築に取り

組んでいるのに対し、当該部門の無い企業群は研究開発の国際化が今一つ進んで

いない。

（5）コンソーシアの成否について

コンソーシアの経験が有ると回答した企業に、その代表的なものについて成否

を聞いた。「成功した。」と回答した企業は全体の50．0％（30社）で、「成功

しなかった。」と回答した企業は　8．3％（5社）、回答しなかった企業（不明扱

い）は41．7％（25社）であった。（図41参照）

また、研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群、当該部門の無い企業

群の回答結果には差異が認められた。研究開発戦略を専門に担当する部門の有る

企業群43社中24社（55．8％）、当該部門の無い企業群16社中5社（31．3％）

が成功したと回答し、研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群の方が成

功したと回答した比率が顕著に高かった。

コンソーシアに対する企業の認識についての回答結果を通じて、研究開発戦略

を専門に担当する部門の有る企業群には当該部門の無い企業群よりも、コンソー

シアを研究開発費の負担増加に対するリスクヘッジの手段として捉える傾向が強

く、コンソーシアを通じて積極的にグローバルネットワークの構築に取り組んで

いるなどコンソーシアを一戦術として積極的に活用しようという姿勢が見られる。
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図40　コンソーシアの参加企業の国籍［Q．14］

■日本国アメリカ国ヨーロッパ四日米

ロ日欧国日米欧　盟その他　□不明

図41コンソーシアの成否［Q．14］

50．0％　　　　　　　　8，3％　　　　　　41．7％

部門が無い

31．3％　　　　12．5％　　　　　　　　　56．3％

迅成恥た日成机なかった［］不明
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3－7　技術移行について

研究成果が開発、生産へと移行する過程について各項目毎に、回答番号1「全

くその通り」、回答番号2「どちらかといえば正しい」、回答番号3「どちらと

もいえない」、回答番号4「どちらかといえば違う」、回答番号5「全く違う」

の5段階評価で回答を求めた。

「研究者が研究成果を持って開発、生産へと移行する。」は、日本企業の技術

移行のスタイルの典型的な例、「研究、開発、生産各ステージ毎に各担当者が引

き継ぐ。」は分業化の図られた欧米企業の典型例、「研究テーマの選定の際に開

発部門、マーケティング部門、販売部門の意見が十分反映され、各ステージにス

ムーズに移行し易いような配慮がなされている。」は戦略性の高いマネジメント

の例を想定して設定した。また、「引継に十分な時間及び密接な連絡が必要であ

る。」は、これについての認識の程度について確認するために言隻定した。

結果を見ると、日本企業の技術移行の過程は「研究者が研究成果を持って開発、

生産へと移行する。」スタイルよりも分業化の図られたスタイルになっており、

引継の際の配慮の必要性について認識が極めて高い。（図42参照）

研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群と当該部門の無い企業群では

回答結果に差が認められた。（図43参照）

「研究者が自分の研究成果を持って開発、生産へ移行する。」は、回答番号の

平均値で比較すると研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群は3．13、当

該部門の無い企業群は2．76で、当該部門の無い企業群に比較的あてはまる傾向が

みられた。

「各ステージ毎に各担当者が引き継ぐ。」は、回答番号の平均値で比較すると

研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群は2．54、当該部門の無い企業群

は2．86で当該部門の有る企業群の方が比較的該当した。

「研究テーマ選定の際に開発部門、マーケティング部門、販売部門の意見が十

分反映され、各ステージにスムーズに移行し易いような配慮がなされている。」

は、回答番号の平均値で比較すると研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企

業群は2．57、当該部門の無い企業群は3．00で当該部門の有る企業群の方がより顕

著に該当した。

「引き継ぎの十分な時間及び密接な連絡が必要である。」は、回答番号の平均

値で比較すると研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群は1．85、当該部

門の無い企業群は2．15で当該部門の有る企業群の方がより該当する傾向がみられ

た。

－44－



図42　技術移行について［Q．33］
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研究開発戦時を専門に担当する部門の有る企業群においては、技術移行の過程

に比較的分業化が図られており、研究成果がスムーズに移行し易いような配慮が

テーマ選定の際になされ、各部門との意見交換、調整の必要性についての認識が

高いことがわかる。これらの企業では分業化が図られた欧米型のメリ　ットと人と

共に研究成果が移行する旧来の日本型の技術移行のスタイルのメリットをうまく

取り入れていこうとする傾向が見られる。
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図43　技術移行について［Q．331
（R＆D戦略立案担当部門の有無別）
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4．研究開発部門と他部門との連携

4－1研究開発部門は通常どの程度他部門と連携しているか

研究開発部門と他部門がどれくらいの頻度で連携しているかについて、回答番

号1「ほとんどあるいは全く連携はない」、回答番号2「半期に1回程度会議を

もつ」、回答番号3「月に1回程度会議をもつ」、回答番号4「週に1回程度会

議をもつ」、回答番号5「日常的に連携している」の5段階評価で聞いた。研究

開発部門と企業内の各部門（販売・マーケティング、製造、財務・会計、総務・

人事・労務、社長室・企画、資材・購買）の相対的な連携の度合いを明らかにす

ることを目的としている。

図44は、研究開発部門と各部門の連携の度合いを回答番号の平均値をとり表

したものである。平均値が大きいほど連携が密、小さいほど疎であることを示す。

研究開発部門と一番連携が密なのは「製造」部門（平均値3．51）、次いで「販売

・マーケテイ　ング部門」（同3．24）、「社長室・企画」部門（同3．14）、「総務

・人事・労務」部門（同2．55）、「財務・会計」部門（同2．11）、「資材・購買」

部門（同2．11）の順となった。

また、研究開発戦略を立案する専門の部門の有無によって回答結果に差が認め

られた。回答番号の平均値でみると、研究開発戦略を専門に担当する部門の有る

企業群では当該部門の無い企業群に比して、研究開発部門が「財務・会計」部門、

「総務・人事・労務」部門を除く他部門とより密接に連携している。特に研究開

発戦略を専門に担当する部門の有る企業群では、研究開発部門と「社長室・企画」

部門との連携が当該部門の無い企業群に比して密であった。（回答番号の平均値

の差0．37）　一方、研究開発部門と「財務・会計」部門、「総務・人事・労務」

部門との連携について当該部門の無い企業群の方が連携が密な傾向があり、特に

「総務・人事・労務」部門との連携は当該部門の有る企業群に比して顕著に密な

傾向がみられた。（回答番号の平均値の差0．28）（図45参照）
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図44　研究開発部門と他部門との連携の程度［Q．17］

社長室・企画

園に示した数億は、次の遼択肢からの回答番号の平均値．（N＝124〉
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4－2　研究開発戦略の立案に関する他部門の影響力

研究開発戦略の立案に際して企業内の他部門がどの程度の発言力や影響力を持

っているかについて（1）研究所設立に際して（2）新卒採用に関して（3）研究領域

の選定（4）研究予算計画の策定に関してと研究開発戦略に関する4つの具体例を

挙げて、回答番号1「ほとんどあるいは全く影響力をもたない」、回答番号2

「やや影響力をもつ」、回答番号3「かなり影響力をもつ」、回答番号4「多く

の影響力をもつ」、回答番号5「極めて多くの影響力をもつ」の5段階評価で聞

いた。

図46～図53は各部門の影響力の度合いを回答番号の平均値をとり表したも

のである。平均値が大きいほど影響力が大、小さいほど小であることを示す。

（1）研究所設立に際して

全体の回答結果は「社長室・企画」部門（平均値3．75）の影響力が一番大きく、

次いで「財務・会計」部門（同2．94）、「総務・人事・労務」部門（同2．62）、

「製造」部門（同2．25）、「販売・マーケティング」部門（同2．20）、「資材・

購買」部門（同1．55）の順となった。（図46参照）研究開発戦略を専門に担当

する部門の有無によって回答結果の傾向を見ると（図4　7参照）、一番影響力の

大きい部門は研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群、当該部門の無い

企業群ともに「社長室・企画」部門で、当該部門の有る企業群は無い企業群に比

して回答番号の平均値の差で0．58影響力が大きかった。また、次いで差が顕著で

あったのは「製造」部門で、研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群の

方が当該部門の無い企業群より回答番号の平均値の差で0．40影響力が大きかった。

（2）新卒採用に関して

全体の回答結果は「総務・人事・労務」部門（平均値4．20）の影響力が一番大

きく、次いで「社長室・企画」部門（同3．09）、「製造」部門（同2．28）、「財

務・会計」部門（同2．13）、「販売・マーケティ　ング」部門（同2．00）、「資材

・購買」部門（同1．28）の順となった。（図48参照）研究開発戦略を専門に担

当する部門の有無によって回答結果の傾向を見ると（図49参照）、一番影響力

の大きい部門は研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群、当該部門の無

い企業群ともに「総務・人事・労務」部門で、当該部門の有る企業群は無い企業

群に比して回答番号の平均値の差で0．31影響力が大きかった。また、差が顕著で

あったのは「社長室・企画」部門、「製造」部門で、それぞれ回答番号の差で0．

55、0．51研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群の方が当該部門の無い

企業群より影響力が大きかった。
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図46　研究開発戦略の立案に際する部門別の発言力

【Q．18日1）研究所の設立に際して

社長室・企画

図47　研究開発戦略の立案に際する部門別の発言力

【Q．18日1）研究所の設立に際して（憎椚」の有無別）

臥こ示した数億は、次の遣択肢からの回答番号の平均値。（N＝124）
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（3）研究領域の選定

全体の回答結果は「社長室・企画」部門（平均値3．18）の影響力が一番大きく、

次いで「販売・マーケティ　ング」部門（同3．05）、「製造」部門（同2．73）、

「財務・会計」部門（同1．47）、「総務・人事・労務」部門（同1．44）、「資材

・購買」部門（同1，27）の順となった。（図50参照）研究開発戦略を専門に担

当する部門の有無によって回答結果の傾向を見ると（図51参照）、一番影響力

の大きい部門は研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群、当該部門の無

い企業群ともに「社長室・企画」部門で、当該部門の有る企業群は無い企業群に

比して回答番号の平均値の差で0．27影響力が大きかった。また、差が顕著であっ

たのは「製造」部門、「販売・マーケティ　ング」部門で、それぞれ回答番号の差

で0．45、0．27研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群の方が当該部門の

無い企業群より影響力が大きかった。

（4）研究予算計画の策定に関して

全体の回答結果は「社長室・企画」部門（平均値3．48）の影響力が一番大きく、

次いで「財務・会計」部門（同3．44）、「販売・マーケティ　ング」部門（同2．19）

「製造」部門（同2．11）、「総務・人事・労務」部門（同1．78）、「資材・購買」

部門（同1．30）の順となった。（図52参照）研究開発戦略を専門に担当する部

門の有無によって回答結果の傾向を見ると（図53参照）、一番影響力の大きい

部門は研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群は「社長室・企画」部門、

当該部門の無い企業群は「財務・会計」部門であった。また、差が顕著であった

のは「社長室・企画」部門、「製造」部門で、それぞれ回答番号の差で0．40、0．

39研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群の方が当該部門の無い企業群

より影響力が大きかった。

（1）～（4）について、総じて研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群は

無い企業群に比して研究戦略立案について「社長室・企画」部門、「製造」部門

の影響力が大きい。また、研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群では

全般的に各部門の発言力が大きく、研究開発戦時立案にあたり各部門の意見が反

映されていると考えられる。
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国50　研究開発戦鴫の立案に際する部門別の発言力

【Q．18］（3）研究領域の選定

図51　研究開発戦時の立案に際する部門別の発言力

【Q．咽（3）研究領域の選定（ほβ門」の有無別）
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図に示した数胤は、次の選択肢からの回答番号の平均値。（N‡124）
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図53　研究開発戦時の立案に際する部門別の発言力

【Q．18日4）研究予算計画の策定に関して
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5．研究者・技術者に対する処遇、研究・研究者に対する考え方

5－1研究者・技術者に対する処遇について

研究者・技術者に対する待遇・処遇の現状について回答を求めた。（図54参

照）回答番号1の「研究者、技術者を事務系従業員と同一の人事体系で処遇して

いる。」と回答した企業は54社（42．9％）、回答番号2の「研究者、技術者に

ついては、管理職とは別に研究主幹、主管研究員等の専門職を設けて処遇してい

る。」と回答した企業は65社（51．6％）、回答番号3の「研究者、技術者をI

BMのリサーチフェロー制度にみられるように最高位役員に相当する専門職を設

けて処遇している。」と回答した企業は4社（3．2　％）、回答番号4の「その他」

と回答した企業は2社（1．6％）あった。

回答番号2の「管理職とは別に専門職を設けて処遇している。」と回答した企

業の中には、実質的に事務系従業員と同一の人事体系で技術者・研究者を処遇し

ている企業も含まれると考えられ、その意味では一般的に言われているようにま

だまだ技術者・研究者に対する待遇は恵まれているとは言えないようである。

また、研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群と当該部門の無い企業

群では回答結果に差がみられた。図54に示すとおり、研究開発戦略を専門に担

当する部門の有る企業群は当該部門の無い企業群に比して「研究者、技術者を事

務系従業員と同一の人事体系で処遇している。」と回答した比率は低く、「研究

者、技術者については、管理職とは別に研究主幹、主管研究員等の専門職を設け

て処遇している。」と回答した比率が高く、「研究者、技術者をI BMのリサー

チフェロー制度にみられるように最高位役員に相当する専門職を設けて処遇して

いる。」と回答した4社は全て研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業で

あった。

以上から研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群は研究者、技術者を

厚遇しているとは一律には言えないが、少なくとも研究者、技術者の処遇の仕方

について前向きな姿勢で検討していることがうかがえる。

研究開発活動を効果的、効率的に運営する上で研究者、技術者を取り巻く環境

を良好に保つこと、快適な職場環境はもちろんのこと、とりわけ給与を含めた待

遇を手厚くすることが不可欠である。残念ながら、日本企業の研究開発環境はま

だまだ改善の余地が有りそうだ。
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図54　研究者・技術者に対する処遇について［Q．34］
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5－2　研究・研究者に対する考え方

研究開発マネジメントに際してのマネジメントサイドの研究及び研究者に対す

る考え方について、回答番号1「全くその通り」、回答番号2「どちらかと言え

ば正しい」、回答番号3「どちらともいえない」、回答番号4「どちらかといえ

ば違う」、回答番号5「全く違う」の5段階評価で回答を求めた。

図55に回答結果を各項目の回答番号の平均値の小さい順に示す。

「革新的な研究を行うためには研究者の自主性を尊重することが重要である。」

と概念的に分かってはいても、現実には企業組織の中では研究者の全く自由にさ

せるわけにはいかないといったジレンマが「研究者を管理することは自由な発想

を阻害する。」の回答結果に現れている。

また、5－1の回答結果では研究者を「事務系従業員と同一の人事体系で処遇し

ている。」と回答した企業が4割以上あるにもかかわらず、「研究者も事務系従

業員と同様に管理すべきである。」の回答結果は極めて否定的であるのは理想と

現実のギャップを示している。

全項目の回答結果を通じて研究・研究者を「管理」することと研究者の「自由

度を高く保つ」ことの兼ね合いをめぐる模索がうかがわれる。

また、研究開発戦時を専門に担当する部門の有る企業群と当該部門の無い企業

群では以下に述べる項目の回答結果に顕著な差がみられた。（図56参照）

「アングラ研究は積極的に容認すべきである。」は回答番号の平均値で比較す

ると研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群が2．14であるのに対して当

該部門の無い企業群は2．45でその差は0．31あり、当該部門の有る企業群の方がよ

り肯定的であった。

「革新的な研究を行うためには研究者の自主性を尊重することが重要である。」

は同様に研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群が1．66であるのに対し

て当該部門の無い企業群は1．86でその差は0．20あり、当該部門の有る企業群の方

がより肯定的であった。

「良い研究成果を出せば研究過程は問わない。」は同様に研究開発戦略を専門

に担当する部門の有る企業群が2．72であるのに対して当該部門の無い企業群は2．

41でその差は0．31あり、当該部門の有る企業群の方がより否定的であった。

「研究者も事務系従業員と同様に管理すべきである。」は同様に研究開発戦略

を専門に担当する部門の有る企業群が4．02であるのに対して当該部門の無い企業

群は3．81でその差は0．21あり、当該部門の有る企業群の方がより否定的であった。

以上4項目について研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群と当該部
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図55　研究・研究者に対する考え方［Q．35］
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門の無い企業群の回答結果に比較的顕著な差異がみられたが、全項目を通じても

研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群は概念的に研究者個々の自主性、

自律性を高める配慮をしつつも、その一方で組織としての基本的な枠組みを研究

者に遵守させようという傾向が当該部門の無い企業に比して回答結果に表れた。

研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群においては、研究開発活動を運

営する上での効率を追求するために試行錯誤が繰り返された結果、革新的な研究

を促進を図るためには研究者個々の創造性を尊重し自主性、自律性を高める配慮

が重要であるという結論に達したと考えられないだろうか。
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図56
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6．研究開発のパフォーマンス

6－1新製品比率と新製品売上寄与率について

一般的に研究開発活動のパフォーマンスを評価する尺度には、論文発表数、特

許出願数等がよく用いられるが、これらが「量」に着目しているのに対して、本

研究では研究開発の成果が如何に業績に貢献しているかという「質」に着目し、

製造業において研究開発の戦略指標として一般的に用いられている新製品比率と

新製品売上寄与率を尺度として研究開発活動を評価することを試みた。

新製品は新技術を含む製品、新製品比率は新製品の種類の数を全製品の種類の

数で除したもの、新製品売上寄与率は売上高にしめる新製品の売上の率と定義し

た。

予め、新製品の定義は業種、企業によって様々であることは予測できたが、こ

こではあえて最大公約数レベルで概観し、比較することを考えた。予想通り新製

品の定義は業種、企業によって異なった。回答結果は、組立型産業で発売後3年

（自動車産業はフルモデルチェンジしたものを新製品と定義するため4年～5年）、

素材型産業では発売後5年～10年とする企業が多かった。1990年度のデー

タについて、新製品比率を回答した企業は49社（全126社中）、新製品売上

寄与率を回答した企業は57社、新製品比率、新製品売上寄与率ともに回答した

企業は41社であった。非回答企業のコメントには、製品の種類が膨大なためデ

ータが把握されていないとしたものが目についた。

新製品比率が高ければ研究開発活動の成果があがっているという見方もできよ

うが、ここでは新製品売上寄与率を新製品比率で除した比が1を超えるものを研

究開発を効率的に運営している企業と位置づけようと試みた。このような視点で

研究開発活動のパフォーマンスを評価することで、新製品比率及び新製品売上寄

与率の業種特性を無視することができ異業種間のパフォーマンスの比較が可能と

なると考えた。新製品比率が高く　とも新製品の売上が全体の売上に貢献する比率

が低ければ投資回収効率の良い研究開発活動が営まれているとはいえない。新製

品売上寄与率には研究開発力（新製品の技術的優位性）の他に営業力をはじめと

する社内各部門のパフォーマンスが大きく関わっていると考えられるが、売上に

貢献できる新技術、新製品の創出という意味で、新製品売上寄与率単独でも広義

の研究開発のパフォーマンスを評価する尺度と考えられる。

残念ながら本調査では回収データが少ないため、新製品売上寄与率／新製品比

率を研究開発を効率的に運営しているエクセレントカンパニーと定義する為のク

ライテリアとして用いるのには多少の無理があった。参考までに1990年度の

新製品比率、新製品売上寄与率ともに回答した41社のデータを図57に示す。
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図57　新製品比率と新製品売上寄与率の相関［Q．4］
（1990年度のデータ）
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新製品比率、新製品売上寄与率ともに回答した41社のデータを基に研究開発

戦略を専門に担当する部門の有る企業群と当該部門の無い企業群の回答結果を比

較する。2－1で述べたように、研究開発戦略を専門に担当する部門の有無と研究

開発費の規模、業種との相関は認められず、前述41社中の研究開発戦略

を専門に担当する部門の有無にも業種による偏りは認められなかった。

41社中研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業数は26社で当該部門

無い企業数は15社であった。

図57で、■は研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業を、口は当該部

門の無い企業を示す。また、　－は研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企

業群の回帰直線、　－肩は当該部門の無い企業群の回帰直線である。（30，93

）のデータは他社のデータと比して突出していたので、後日回答企業に確認した

ところ算出基準が他社と大きく異なったため、当該部門の無い企業群の回帰直線

を求める際には異常値として除外した。

研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群と当該部門の無い企業群の分

布を回帰直線で比較すると有意な差が認められる。研究開発戦略を専門に担当す

る部門の有る企業群の回帰直線の傾きが0．98（t検定1％有意）であるのに対し

て当該部門の無い企業群の回帰直線の傾きは0．67（t検定1％有意）で、研究開

発戦略を専門に担当する部門の有る企業群は新製品比率に対する新製品売上寄与

率が高い傾向にあった。

さらに業種による分析を行った。対象となる業種は、「素材関連製造業」（＊1）

（16サンプル）、「機械関連製造業」（＊2）（21サンプル）である。ここでも

「素材関連製造業」に含まれる（30，93）のデータは異常値として除外した。

表52は新製品売上寄与率、表53は新製品売上寄与率／新製品比率の単純平

均を「素材関連製造業」、「機械関連製造業」、全体、研究開発戦略を専門に担

当する部門の有無別にみたものである。表52で「素材関連製造業」の新製品売

上寄与率について研究開発戦略を専門に担当する部門の有無でわずかながら逆転

が見られるものの、表53の新製品売上寄与率／新製品比率については、すべて

研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群が当該部門の無い企業群を上回

（＊1）「素材関連製造業」は、「化学」（6サンプル）、「医薬」（5サンプル）、「その他化学」（1サンプル）、

「石油」（1サンプル）、「ガラス」（1サンプル）、「普通鋼」（2サンプル）以上6業種16サンプル。

（＊2）

「機械関連製造業」は、「産業機械」（3サンプル）、「重電」（1サンプル）、「通信機」（1サンプル）、

「家電・部品」（6サンプル）、「その他電機」（3サンプル）、「自動車」（6サンプル）、「精密」

（1サンプル）以上7業挿21サンプル。
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表 5 2 ：新 製 品 売 上 寄 与 率 の 単 純 平 均 ［0．4］

素材関連
製造業

機械関連
製造業 素材＋機械 全体

該当企業数 該当企業数 該当企業数 該当企業数
全体 13．9 26．5 21．3 20．5

15 21 36 40
部門が有る 13．8 29．5 22．4 21．1

10 12 22 胼
部門は無い 14．0 22．5 19．5 19．5

5 9 14 14
（3 0 、 9 3）のデータは含まない

表 5 3 ：新 製 品 売 上 寄 与 率 ／ 新 製 品 比 率 の 単 純 平 均 ［0

素材関連
製造業

機械関連
製造業 素材十機械 全体

該当企業数 該当企業数 該当企業数 該当企業数
全体 1．64 1．10 1．32 1．33

15 21 36 40
部門が有る 1．76 1．25 1．48 1．47

10 12 22 26
部門は無い 1．38 0．89 1．07 1．07

5 9 14 14
（3 0 、9 3 ）のデータは含まない
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っており、研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群の方がパフォーマン

スの良い傾向が見受けられる。

以上より、研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業ではマーケット情報

が的確に研究開発部門にフィードバックされ売上に貢献できる新製品の開発、研

究開発活動が営まれていることがうかがわれる。

これをもって「研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業は研究開発のパ

フォーマンスが高い。」と言うことはできないが、興味深い結果であると言えよ

う。今回調査の対象とした比較的大企業において新製品比率及び新製品売上寄与

率が定量データとして把握され、研究開発の戦略指標として活用されていること

自体、マネジメントの戦略性が高いとの評価に値する。
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V．　調査結果の総括

本研究では、民間企業内での研究開発の重要性についての認識の高まり、それ

に伴う「戦略」、戦略的研究開発マネジメントの必要性に対する認識の高まりを

アンケート調査に基づく様々な角度から客観的データを持って検証することがで

きた。認識が高まっているだけにとどまらず、既に実施レベルで戦略性に富んだ

研究開発活動を運営している企業を数多く確認することもできた。研究開発をR

＆Dと表記するならば、日本を代表する製造業のそれは着実に「r＆D」からバ

ランスのとれた「R＆D」へとシフトしており、それに伴い製造業全体において

「戦略」、「戦略的マネジメント」が必要とされ、研究開発活動を効果的かつ効

率的に運営するための研究開発マネジメント手法の改善について試行錯誤が繰り

返されている。

以下にⅣ．結果の各項目の結果に基づき総括する。

1．この10年間の研究開発部門長の地位の向上、企業内での研究開発部門の相

対的な発言力の増大に見られるように、日本の製造業において研究開発の重

要性が以前にも増して高まっている。

2．（1）回答企業の65％の企業が研究開発戦略を専門に担当する部門を設置して

いる。

（2）全ての回答企業が研究開発の効率化を図る必要性を感じている。

（3）全体の80％の企業が研究開発活動の投資効率の評価に積極的である。

（4）全体の70％の企業が戦略的な研究開発予算の策定を行っている。

（5）全体の75％の企業が全社的な研究戦略の立案を行っている。

（6）コンソーシアに参加することによって研究開発力の補完及び増大する研

究開発費の負担軽減を図ろうとしている。

（7）技術移行について欧米型の長所と日本型の長所の両方を取り入れていこ

うという姿勢がみられる。

以上より、日本の製造業においては「戦略」、「戦略的マネジメント」の必

要性が高まりつつあり、実施レベルでも戦略性の高い研究開発マネジメント

が営まれていると評価することができよう。

3．研究者・技術者の処遇、研究・研究者に対する考え方について、広義の効率

を追求する上で、個の創造性をより喚起するための改善が必要であるという

認識が高い。
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4．研究開発戦略を専門に担当する部門を有する企業群（回答企業126社中8

2社）では当該部門の無い企業群と比し全体的に、コンソーシアを通じて積

極的にグローバルネットワークの構築に取り組んでいるなど研究開発マネジ

メントの戦略性が高く、社内各部門の意見を調整し研究開発活動にフィード

バックしており、新製品比率・新製品売上寄与率の相関をとった場合、研究

開発のパフォーマンスが高い傾向がみられた。また、研究開発マネジメント

の在り方、すなわち研究開発をどの様に運営すれば活性化を図ることができ

るかといった研究・研究者に対する考え方、研究者の処遇を含めた研究環境

の改善についても理解が深く先進的であるという傾向が見られた。
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Ⅵ．　お　わ　り　らこ

バブルがはじけて景気が後退し一段と経営環境が厳しさを増している昨今、は

たして企業は経費節減等の短期的な経営効率化の一環として研究開発費をも削減

する方向に向かいつつあるのだろうか。少なく　とも、本研究を通して日本の代表

的な製造業各社の研究開発にかける意気込みはそのような生半可なものではなく、

より大きな潮流であることが感じとられた。短期的に研究開発費が削減されると

しても極くわずかにすぎず、長期的に見れば研究開発費が増大することはあって

も減少することはないと考えられる。

また、日本企業内において、不確実性の高い経営環境に対処し、経営資源の有

効活用を図る上で、「戦略」、「戦略的マネジメント」の必要性は十分に認識さ

れている。研究開発活動の効率化を図りたいという経営陣の願望は根強いが、投

資　（INPUT）と研究成果（OUTPUT）の効率を第一義に追求したのでは革新的成果

は得られそうにもないことを試行錯誤を繰り返す中で覚りはじめているようだ。

本研究を通じて、研究開発活動を効果的、効率的に運営する上で以下の3つが

肝要で有ることを示唆することができると考えられる。

1．「何を如何に造り」そのためには「何をすればよいか」という組織構成員が

目指すべき方向性・目標としての「戦略」を改めて明確に提示することの重

要性。

2．効果的な「戦略」を立案する上で垂直、水平、部門間のスムースな情報の流

れ、有益な客観的なデータの取捨選択、蓄積を可能とする差別化、重点化を

念頭に置いた戦略的な研究開発マネジメントを営むためのシステムの確立。

3．研究・研究者を管理しようとするのではなく、組織人としてなさねばならな

いごく基本的な最低限のレベルで管理すべきところは押さえながらも、研究

ユニットに権限の委譲を図り、個々の研究者の自律性、自主性を最大限に尊

重しつつ、自由度を高め革新的な成果が生まれるような配慮。

3．は、研究者・技術者に対する処遇、研究・研究者に対する考え方の回答結

果を踏まえたものであるが、研究者・技術者の処遇の改善、研究開発環境の整備、

マネジメントに際しての基本的な取り組み姿勢については検討の余地が大である。

翻って考えれば、ここに効果的、効率的に研究開発活動を運営するためのキーポ

イントがありそうである。おおむね概念的には理解できていても、いざ実行に移

すとなると効果を裏付けるデータが無いだけに躊躇することになるのであろう。

研究開発戦略を専門に担当する部門の有る企業群において、当該部門の無い企業

群に比して、研究開発環境やマネジメントの基本的な姿勢が先進的でなおかつ研
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究開発のパフォーマンスが高い傾向が見られたことが研究開発環境改善の拠り所

となればと思う。

日本企業にとって「戦略」、「戦略的マネジメント」の必要性が高まっており、

7割の企業が研究開発戦略を専門に担当する部門を設置していることが調査結果

よりわかった。日本企業は全体の傾向として、主体的な戦略行動をとることで昨

今の不確実性の高い環境に対処しているようである。一方で、研究開発戦略を専

門に担当する部門の設置は広義の組織改革ともとれることから、大半の日本企業

が研究開発戦時を専門に担当する部門を設置しているのは、的確に環境に対処す

るための有機的組織構築へ向けての過渡的な対応であると考えることもできる。

残念ながら本研究では研究開発戦時を専門に担当する部門が実際に果たす機能の

詳細について十分に知ることはできなかった。不確実性の高い環境に対処するた

めの対応策の実態とともに今後の課題としたい。

本研究は、I章でも述べたように「日・米・欧の民間企業の研究開発マネジメ

ントに関する国際比較調査」の一環として、日本企業を対象に実施した調査結果

をとりまとめたものである。欧米の民間企業の調査については実現に向けて努力

しており、調査が完了したあかつきには新たな示唆を得ることができるであろう。
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資料1　　アンケ－　ト質問調査票

R＆Dマネ　ジメ　ン　ト　の
国際上ヒ覇変はこ関する質問調査票

平成3年12月

科学技術庁
科学技術政策研究所

第2調査研究G

1　ご回答にあたって

（1）この調査の目的は、日本、アメリカ、ヨーロッパの企業の研究開発マネジメントにいかなる

相違があるかを明らかにすることにあります。

（2）質問票は、貴社のR＆D戦略、R＆Dマネジメントシステム、経営環境などに関する質問か

らなっています。ご回答は、こうした点について客観的なデータに基づいてお答え頂ける方

（できましたら研究開発部門担当役員）にご記入頂きたく、お願い致します。

2　ご返送のお願い

）

　

）

　

）

l

 

n

ノ

】

　

3

（

　

（

　

（

ご記入頂きました調査票は、添付の封筒にてご返送頂きますようお願い致します。

ご返送は、恐れ入りますが、12月20日迄にご投函下さいますようお願い申し上げます。

尚、回収した質問票は統計処理を行った結果のみを公表し、個々のご回答の結果については

一切公表致しません。

貴社名

T E L （ ）

御氏名 所

属

Q．1　あなたの職位は？

1．役員　　2．部長職　　3．その他

Q．2　あなたはどのセクションでR＆D戦略立案に従事されていますか？

1．全社　　2．事業本部　　3．事業部　　4．研究所
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Q．3　貴社の研究開発組織は以下の分類のどれに該当しますか？

該当する番号でお答え下さい。該当する型がない場合は余白にご記入下さい。

1．独立単一研究所型

社長ヰ

研究管理室

（研究企画室）

総務部

研究部

（開発部）

3．独立複数研究所型

（研究企画室）

○○研究所 二二
究管理室

総務部

研究部

ロロ研究所　　　　〝

△△研究所　　　　〝

（開発部）

5．事業部管理研究所併設型

◎◎事業部

◇◇事業部

▽▽事業部

研究管理室

研究企画室

○○研究所

ロロ研究所

2．開発本部管理単一研究所型

社長＿開発本部」

研究管理室

（研究企画室）

研究所

（開発部）

4．開発本部管理複数研究所型

社長一開発本部

総務部

研究管理室

研究企画室

○○研究所

⊂⊃

ロロ研究所　　　〃

△△研究所　　　〝

開発部

6．事業部管理研究所型

◎◎事業部－研究所

◇◇事業部－研究所
▽▽事業部－研究所

研究部

〝　　　　7．独立会社型

△△研究所　　　′／

開発部

◎◎研究所

◇◇研究所

▽▽研究所

8．その他の型

注1：カッコ内は必ずしも設置するとは限らないもの。

注2：各部署の名称はそれぞれの機能を表す代表的名称。

注3：部は実施部門を、室はスタッフ部門を表す。
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Q．4　貴社の売上高、経常利益率、研究開発費、従業員数、研究者数、新製品比率、新製品売上寄
与率、特許出願件数、論文発表数の推移をお聞かせ下さい。

1　 9　 8　 5　 年 1　 9　 9　 0　 年

売上高 （億円）

経常利益率 （％）

研究開発費 （億円）

従業員数 （人）

研究者数 （人）

新製品比率 （％）＊

新製品売上寄与率 （％）

特許出願件数

論文発表数

新製品の種類数

＊新製品比率　＝ （新製品は新技術を含むものを対象とします。）

全製品の種類数

既に貴社独自の算出法を用いられている場合は、ご説明の上、それに準拠して下さい。

また、貴社の新製品の定義についてご説明下さい。
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Q．5　貴社には研究開発戦略を専門に担当する部門がありますか？

1．YES　　　2．NO

（NOと回答された方はQ．6へお進み下さい）

SQ．1その部門の名称は？

SQ．2その部門はどのセクションに所属しますか？

1．社長　　2．事業本部　　3．事業部　　4．研究所

SQ．3その部門の発足から現在までの経緯を時系列で簡単にご説明下さい。

⊂］

［コ

SQ．4その部門の人員、部門予算はどのように推移してきましたか？

1 9 8 0 年 1 9 9 0 年

人　　　　　 員

部　 門　 予　 算
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Q．6　全社的な研究計画の立案を行いますか？

1．YES　　2．NO

（NOと答えられた方はQ．7へお進み下さい）

SQ．1研究計画とはおおよそ何年問程度のものを指しますか？

1．3年　　2．5年　　3．10年　　4．15年以上

SQ．2計画立案の実質的な責任者はどなたですか？

1．研究者　　2．研究リーダー　　3．研究管理担当者

4．研究管理部門長　　5．研究管理担当役員　　6．社長

SQ．3計画の決裁者は？

1．社長　　2．担当役員　　3．その他の役員　　4．研究管理部門長

Q．7　全社的な研究戦略の立案を行いますか？

1．YE S　　2．NO

（NOと答えられた方はQ．8へお進み下さい）

SQ．1研究戦略とはおおよそ何年間程度のものを指しますか？

1．3年　　2．5年　　3．10年　　4．15年以上

SQ．2戦略立案の実質的な責任者はどなたですか？

1．研究者　　2．研究リーダー　　3．研究管理担当者

4．研究管理部門長　　5．研究管理担当役員　　6．社長

SQ．3その戦略の決裁者は？

1．社長　　2．担当役員　　3．その他の役員　　4．研究管理部門長
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Q．8　年間のR＆D予算に占める新規テーマ予算の割合は何％ですか？

Q．9　R＆D活動を投資効率の側面からみた評価について伺います。

以下の選択肢の中から該当するものをお選び下さい。

1．投資効率を評価することは不可能だと思う。

2．適切な評価手法の導入を検討中。

3．既に実施している。（評価手法を下欄に記入して下さい。）

Q．10　貴社の主要市場における新技術の頻度（単年度）は一般にどの程度ですか？

極めて低い 極めて高い

1　　　2　　　　3　　　　4　　　　5　　　　6　　　　7

Q．11　貴社は製品体系を変更する必要性を感じていますか？

極めて低い 極めて高い

1　　　2　　　　3　　　　4　　　　5　　　　6　　　　7
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Q．12　貴社は研究開発の効率化を図る必要性を感じていますか？

1．　YE S 2．　NO

YESと答えられた方にお伺いします。
SQ．1効率化を図るための手段を以下の項目からお選び下さい。

（優先順位の高いものから複数回答可）

1．研究テーマの事業化評価の強化

2．研究→開発→生産各部門への技術移行の円滑化

3．資源を投入する研究分野の絞り込み

4．研究中止時期の見極め

5．その他［

Q．13　現在と10年前の研究開発部門長の役職を以下の中からお選び下さい。

1．社長　　2．副社長　　3．専務取締役

4．常務取締役　　5．取締役　　6．部長職
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Q．14　R＆Dに関してコンソーシウムの必要性を感じますか？

（公的資金を受けてのものは除きます。）
1．　YE S　　　　　　2．　NO

SQ．l R＆Dに関するコンソーシウムの経験がありますか？

さしつかえなければプロジェクト名もお答え下さい。

1．　YES　　　　　プロジェクト名：

2．　NO

SQ．1でYESと答えた方にお伺いします。

SQ．2　参加企業は日本企業ですか欧米企業ですか？

（コンソーシウムの例が複数ある場合は代表的なものについてお答下さい。）

1．日本企業　　2．アメリカの企業　　3．ヨーロッパの企業

4．日米　　5．日欧　　6．日米欧　　7．その他の外国企業

SQ．3　その動機は？以下の項目からお選び下さい。

（頻度の高いものから複数回答可）

1．研究開発費が莫大にかかるため。

2．自社の研究開発力を補完するため。

3．海外拠点作りのため。

4．その他［

SQ．4　そのプロジェクトは成功しましたか？

1．　YE S

2．　NO

成功の鍵は？

原因は？
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Q．15　以下の文章は、経営戦略及びその基礎にある経営理念を記述したものです。

それぞれの文章は貴社の経営戦略、R＆D戦略の特色にどの程度妥当するでしょうか。

該当する数字に○印を記入してお答下さい。

全

く

違

う

違
う

と

い

え

ば

ど

ち

ら

か

ヽ
、I

Vも
　
い
え
な

ど

ち

ら

と

正

し

い

と

い

え

ば

ど

ち

ら

か

そ

の

通

り

全
く

1．あらゆる市場において一貫して高シェアを志向し、

コスト効率の利点を追求する。

2．新製品、新市場開発のリスクを回避し、フォロア－　1

の利点を追求する。

2

3

3

3．少数の重点市場セグメントに経営資源を集中する。　1　　2　　　3

4

4

4

4．株主の利益を追求することこそ、最も重要な社会的　1　　2　　　3　　　4

責任である。

5．競合者と同一市場で正面から対決する。

5

5

5

1　　　2　　　3　　　4　　　5

6．問題事業分野からの撤退についても積極的である。　1　　2　　　3　　　4　　　5

7．新しい製品ラインの追加は、既存の技術基盤と強い　1　　2　　　3　　　4　　　5

つながりのあるものに限定される。

8．自社に有利な市場セグメントを見つけ、競合者との　1　　2　　　3　　　4　　　5

共存を目指す。

9．海外市場の開拓に積極的である。 1　　　2　　　3　　　4　　　5

10．経営戦略の策定にあたっては、精緻な分析手法と　　1　　2　　　3　　　4　　　5

体系的な調査データを重視する。

11．常に新製品、新市場開発のリスクを積極的に負う　　1　　2　　　3　　4　　　5

イノベーターである。
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全

く

違

う

違
う

と

い

え

ば

ど

ち

ら

か

ヽ
．

L
Yも

　
い
え
な

ど

ち

ら

と

正

し

い

と

い

え

ば

ど

ち

ら

か

そ

の

通

り

全
く

12．新規事業への進出のための吸収・合併を積極的に

行う。

13．管理職や専門職の人材確保は、即戦力よりも長期

人事計画に基づいて行われる。

14．新しい製品ラインの追加は、既存のマーケテイング　1

能力を生かせる分野に限定される。

15．未知の市場に対しても、広範な情報収集活動を

展開する。

16．高付加価値・高品質製品を志向して、非価格の

マーケティング戦略を追求する。

17．既存技術ノウハウの企業化よりも、多様な技術

ノウハウの蓄積を重視する。

18．経営の基本戦略は現在の社長、会長、あるいは

創業者のユニークな理念と不可分である。

19．社会的責任の遂行は、経営政策の中に明確に　　　　1

組み込まれている。

20．海外生産子会社への投資に積極的である。

21．経営者は現場の管理者や専門家の自発的な提案を

頻繁に採用・実施する。

22．経営戦略の策定にあたっては、経験に富んだ経営者　1

の直観が重視される。
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2

2

3

3

3

4

4

4

5

5

5



Q．16　一般に次の部門は貴社全体の業績に影響を与える事柄について、それぞれどの程度の

発言力や影響力を持っていると思われますか。

ほとんどあ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　極めて多く

るいは全く　やや影響力　かなり影響　多くの影響　の影響力を

影響力をも　をもつ　　　力をもつ　　力をもつ　　もっ
たない

1．研究開発

2．販売・マーケティング

3．製造

4．財務・会計

5．総務・人事・労務

6．社長室・企画

7．資材・購買

3

3

3

3

5

5

5

5

Q．17　貴社のR＆D部門と他部門との連携はどの程度ですか。

ほとんどあ　半期に1回　月に1回程　週に1回程　日常的に連

るいは全く　程度会議を　度会議をも　度会議をも　携している

連携はない　もつ　　　　つ　　　　　つ

1．販売・マーケティング

2．製造

3．財務・会計

4．総務・人事・労務

5．社長室・企画

6．資材・購買

3

3

3

3

3

3
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Q．18　以下の研究開発戦時の立案にあたり下記の部門はどの程度の発言力や影響力を

を持っていると思われますか。該当する数字に○印を記入してお答下さい。

（1）研究所設立に際して

ほとんどあ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　極めて多く

るいは全く　やや影響力　かなり影響　多くの影響　の影響力を

影響力をも　をもつ　　　力をもつ　　力をもつ　　もっ

たない

1．販売・マーケティング

2．製造

3．財務・会計

4．総務・人事・労務

5．社長室・企画

6．資材・購買

（2）新卒採用に関して

1．販売・マーケティング

2．製造

3．財務・会計

4．総務・人事・労務

5．社長室・企画

6．資材・購買

ほとんどあ

2

2

2

2

2

2

3

3

3

3

3

3

極めて多く

るいは全く　やや影響力　かなり影響　多くの影響　の影響力を

影響力をも　をもつ　　　力をもつ　　力をもつ　　もっ

たない

2

2

2

2

2

2
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3
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（3）研究領域の選定

1．販売・マーケテイング

2．製造

3．財務・会計

4．総務・人事・労務

5．社長室・企画

6．資材・購買

（4）研究予算計画の策定に関して

1．販売・マーケテイング

2．製造

3．財務・会計

4．総務・人事・労務

5．社長室・企画

6．資材・購買

ほとんどあ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　極めて多く

るいは全く　やや影響力　かなり影響　多くの影響　の影響力を

影響力をも　をもつ　　　力をもつ　　力をもつ　　もっ

たない

ほとんどあ 極めて多く

るいは全く　やや影響力　かなり影響　多くの影響　の影響力を

影響力をも　をもつ　　　力をもつ　　力をもつ　　もっ

たない

3

3

3

3

3

3

5

5

5

5
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Q．19　貴社のR＆D戦略立案にあたり次の項目はどの程度重視されていますか。

い
な
　
い

重

視

さ

れ

て

さ

れ

て

い

な

い

あ

ま

り

重

視

い
え
な
　
い

ど

ち

ら

と

も

い
る

重

視

さ

れ

て

さ
れ
て
　
い
る

極

め

て

重

視

1．R＆D部門の人材

2．将来の会社にとってその技術の重要性

3．技術限界の有無

4．ブレークスルーのためのコスト

5．ブレークスルーの可能性

6．競合企業との相対的なR＆D資源投入量

7．製品のコスト競争力

8．所要経費・期間

9．研究者のやる気

10．他社の動向

11．国家、国際プロジェクトの動向

12．製品系列

13．生産技術

14．業界における地位

15．マーケットニーズ

16．社会的責任（環境問題等）
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2
　
　
　
2

2

1　　2

3
　
　
　
3

3

3

1　　2　　　3

4
　
　
　
4

4

4

4

1　　2　　　3　　4

1　　2　　　3　　4

5
　
　
　
5

5

5

5

5

5

1　　2　　　3　　4　　　5

1　　2　　　3　　4　　　5

1　　2　　　3　　4　　　5

1　　2　　　3　　4　　　5

1　　2　　　3　　4　　　5

1　　2　　　3　　　4　　　5

1　　2　　　3　　4　　　5

1　　2　　　3　　4　　　5

1　　2　　　3　　4　　　5



Q．20　研究成果の評価について伺います。研究成果の評価のやり方は？

定量評価、定性評価の手法、及びそれらをどの程度実施されているかについて

お聞かせ下さい。

Q．21貴社が行っている一研究テーマの標準的研究期間は何年ですか？
ヽ′ヽ′ヽノヽノヽ．′ヽ′

1．1～2年　　2．3年　　3．5年　　4．10年～

Q．22　貴社の研究テーマ数を次のように分類すれば構成比率はどの程度でしょうか。

1．基礎研究

2．主要事業に関する研究テーマ

3．主要事業関連研究テーマ

4．新規事業分野研究テーマ

5．その他［

1 ％

2 ％

3 ％

4 ％

5 ％

計 1 0 0　％

［コ
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Q．23　テーマ別の研究形態の構成についてお聞きします。

1．個人研究

2．共同研究（グループ外の個人との共同研究）

3．グループ研究

4．社外プロジェクト

5．委託研究

6．その他［

Q．24　R＆Dの人員配分比率についてお聞きします。

1．自社研究

2．技術導入を受けての研究

3．試作

4．その他［

1 ％

2 ％

3 ％

4 ％

5 ％

6 ％

計 1 0 0　％

1 ％

2 ％

3 ％

4 ％

計 1 0 0　％

Q．25　貴社の研究テーマはシーズ型とニーズ型に分類するとその構成比率はどの程度ですか。

（該当テーマ数／全テーマ数）

構　 成　 比　 率

シーズ型 （理論か らスター ト） ％

ニーズ型 （マーケ ットか らス ター ト） ％

計 1 0 0　％
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Q．26　貴社のR＆D活動を基礎研究、応用研究（新製品の開発、既存製品の改良に関する）、

新しい製造方法の開発、工程の改善に分類すればその構成比率はどの程度ですか。
人員配分比率でお答え下さい。

1．基礎研究（1）学術研究

（2）新技術に関する研究

2．応用研究（1）新製品の開発に関する研究

（2）既存製品の改良に関する研究

3．新しい製造方法の開発

4．生産工程の改善

5．その他　［

1

（1）　　　 ％

（2）　　　 ％

2

（1）　　　 ％

（2）　　　 ％

3 ％

4 ％

5 ％

計 1 0 0　％

Q．27　提案者別による採用研究テーマの構成比率をお聞かせ下さい。

1．研究者個人

2．研究リーダー

3．研究グループ

4．研究開発管理部門

5．研究開発部門担当役員

6．営業部門

7．マーケティング部門

8．社長

－89－

1 ％

2 ％

3 ％

4 ％

5 ％

6 ％

7 ％

8 ％

計 100　％



Q．28　研究テーマ選定に際しての総提案研究テーマ数と採用研究テーマ数をお聞かせ下さい。

1．年間総提案研究テーマ数

2．採用研究テーマ数

1 件

2 件

Q．29　研究テーマ選定の評価に際して、公開特許、文献等で知り得ない技術動向を

把握する方法についてお聞かせ下さい。

イ

Q．30　研究進行中のドメインの環境変化（他社動向、市場規模、代替技術の台頭等）に

対応するための研究開発戦略見直しはどなた（部門）が行われていますか。

1．研究者が個人的判断により見直す。

2．研究グループリーダーが個人的判断により見直す。

3．研究管理部門が適切な指示をする。

4．研究管理部門とマーケテイング部門等が連携して対処する。

5．トップの判断により見直す。

6．その他　　［
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Q．31　研究戦略立案を社外に委託されることがありますか。

1．社外に委託する。　2．関連会社に委託する。　3．委託することはない。

SQ．11または2とお答えになった方にお聞きします。

どのような研究開発戦略を委託されますか？

（頻度の高いものから複数回答可）

1．全ての研究開発戦略

2．長期研究開発戦略

3．新しい研究分野に関するもの

4．海外に研究開発拠点を設置する際

Q．32　研究者、技術者の知的成果（論文、特許情報等）に関するデータベースは

整備されていますか？

十分整備されている 整備されていない

1　　　2　　　　3　　　　4　　　　5　　　　6　　　　7

ー91－

＝

□
□
［
□

＝



Q．33　研究成果が開発、生産へと移行する過程についてお伺いします。
以下の文章はどの程度妥当するでしょうか。該当する数字に○印をつけてお答え下さい。

全

く

違

う

違
う

と

い

え

ば

ど

ち

ら

か

ヽ
．

－
．
Vも

い

え

な

ど

ち

ら

と

正

し

い

と

い

え

ば

ど

ち

ら

か

そ

の

通

り

全
く

1．研究者が自分の研究成果を持って開発、生産へと移行

する。

2．各ステージ毎に各担当者が引き継ぐ。

2

2

3．研究テーマ選定の際に開発部門、マーケティング　　　1　　2

部門、販売部門の意見が十分反映され、各ステージ

にスムーズに移行し易いような配慮がなされている。

3

3

3

4

4

4

5

5

5

4．引き継ぎの十分な時間及び密接な連絡が必要である。　1　　2　　　3　　　4　　　5

Q．34　貴社における研究者、技術者の処遇についてお伺いします。

以下の中から該当するものをお選び下さい。

1．研究者、技術者を事務系従業員と同一の人事体系で処遇している。

2．研究者、技術者については、管理職とは別に研究主幹、主管研究員等

の専門職を設けて処遇している。

3．研究者、技術者をIBMのリサーチフェロー制度等にみられるように

最高位役員に相当する専門職を設けて処遇している。

4．その他　［
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Q．35　研究及び研究者に対する考え方についてお伺いします。以下の文章はどの程度
妥当するでしょうか。該当する数字に○印をつけてお答え下さい。

全

く

違

う

違
う

と

い

え

ば

ど

ち

ら

か

ヽ
－

1
Vも

　
い
え
な

ど

ち

ら

と

正

し

い

と

い

え

ば

ど

ち

ら

か

そ

の

通

り

全
く

1．年間研究計画は研究者が自主的に厳守すべきだと

思う。

2．革新的な研究を行うためには研究者の自主性を尊重　1

することが重要である。

3．良い研究成果を出せば研究過程は問わない。

4．アングラ研究は積極的に容認すべきである。

2

2

1　　　2

3

3

3

1　　　2　　　3

4

4

4

4

5．どんなに時間をかけようと優れた研究成果を出すべ　1　　2　　　3　　　4

きである。

6．研究計画に必要な情幸酎ま研究者自身が収集すべきで　1　　2　　　3　　　4

ある。

7．研究者は技術者と明確に区別され、処遇されるべき　1　　2　　　3　　　4

である。

8．研究者を管理することは自由な発想を阻害する。　　1　　2　　　3　　　4

9．研究者も勤務時間を厳守すべきである。 1　　　2　　　3　　　4

10．研究者も事務系従業員と同様に管理すべきである。　1　　2　　　3　　　4
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Q．36　研究テーマ選定の際の評価基準を具体的な項目毎にお聞かせ下さい。

Q．37　貴社では研究開発予算計画の策定をどのように行われていますか？

以下の選択肢の中から該当するものをお選び下さい。

1．着手当初の研究計画に基づき、各研究グループが積み上げ方式で計上
する。

2．各研究グループが積み上げ方式で計上し、研究管理部門が予算枠と照

らし合わせた上で、一律に上乗せまたはカットする。

3．各研究グループが積み上げ方式で計上した後、研究管理部門が微調整

し、更に重要研究と評価するものには別枠で上乗せする。

4．研究管理部門が前年度実績を踏まえて種々の客観的データに基づいて
評価し、重点配分する。

5．研究管理部門が前年度実績を踏まえて種々の客観的データに基づいて

評価し、重点配分するが、予算計画の策定にあたり営業部門の意向が

大きく反映される。

－94－
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Q．38　貴社と欧米企業の研究開発マネジメントの相違、トップマネジメントにおける研究開発

マネジメントの位置づけ等についてお気づきの点がありましたら、下欄にご記入下さい。

これですべての質問項目乙ま終わ　りです○
ご協力大変あ　りカヾと　う　ござしヽま　しプ＝：○

－95－



資料2　単純集計表

表1：回答者の役職［0．1］
（図 1 ）

合計
く％）

役員 部長職 その他 不明

全体 126 45 57 24 0
＝川 35．7 45．2 19．0 0．0

表2：回答者がどのセクションのR＆D戦略に
（図 2 ）　　　　　　　　　　　 従 車 して い る か ［0

合計
（％）

全社 事業本部 事業部 研究所 不明

全体 126 73 15 2 33 2
100 57．9 12．7 1．6 26．2 1．6

表3：研究開発活動の構成比率（研究テ胃マの数による）［0．22］
（図 3 ）

合計 回答

1

基礎研究

2
主要事業
に関する

3
主要事業
関連研究

4
新規事業
分野研究

5

その他 不明
（％） 企業数 研究テーマ プーマ プーマ

全体 126
100．0

116
92．1

日．3 45．4 24．1 16．8 1．4 10
7．9

表4：研究開発活動の構成比率（人員配分比率による）［0．26］
（図 4 ）

合計 回答
1 日 1 （2） 2 日 2 （2） 3 4 5

不明学術 研 究 新技術 新製 品の 既 存 製品 製 造方法 生産 工程 その 他
（％） 企 業数 開発 の改 良 の開発 の改 良

全 体 126
100．0

115
91．3

3．3 9．7 40．8 26．3 9．5 8．5 1．9 11
8．7

表5：研究開発の人員配分比率［0．川
（図 5 ）

合計
（％）

回答
企業数

1

自社研究

2
技術導入
を受けて
の研究

3

試作

4

その他 不明

全体 126
100．0

115
91．3

79．6 9．0 10．0 1．4 11
8．7

表6：テーマ別の研究形態の構成比率［0．231
（図 6 ）

合計
（％）

回答
企業数

1 2 3 4 5 6
不明個人研究 共同研究 グループ

研究
社外プロ
ジェク ト

委託研究 その他

全体 1摘
100．0

1日
89．7

7．g 9．8 65．8 6．6 8．1 0．7 13
10．3

表7：標準的研究期間［0．川
（図 7 ）

合計 1 2 3 4 不明
（％） 1 － 2 年 3 年 5 年 1 0 年～

全体 126 14 63 39 5 5
100．0 11．1 50．0 31．0 4．0 4．0

表 8 ：年 間 の 研 究 関 発 予 算 に 占 め る

合計
回答

企業数 不明 平均値
（％） （％） （％） （％）

全体 126 101 25 21．7
100．0 80．2 19．8

新規テーマ予算の割合［0．81
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表9：新技術の頻度（業種別）［0．10］
（図 8 ）

業 種 業 種

Y 軸

合 計

X 軸

合 計

1

極 め て

2 3 4

中 程 度

5 6 7

極 め て 不 明 平 均 値

大 分 類 小 分 類 （％ ） （％ ） 低 い 高 い

全 体 全 体 1 2 6 1 2 6 2 4 2 3 ＝ 2 9 1 2 7 8 4．3 1

1 0 0 ．0 1 0 0 ．0 1．6 3．2 1 8．3 3 2．5 z 3．0 9．5 5．6 6．3

建 設 業 建 設 4 l 0 0 2 2 0 0 0 0 3．5 0

3．2 1 0 0．0 0．0 0．0 5 0．0 5 0．0 0 ．0 0．0 0 ．0 0．0

消 費 関 連

食 品 4 4 1 0 3 0 0 0 0 0 2．5 0

3．2 1 0 0．0 2 5．0 0．0 7 5．0 0．0 0 ．0 0．0 0．0 0．0

繊 維 4 4 0 0 0 2 2 0 0 0 4．5 0

製 造 業 3．2 1 0 0．0 0．0 0．0 0．0 5 0．0 5 0．0 0．0 0．0 0．0

小 計 息 8 l 0 3 2 2 0 0 0 3、5 0

6．3 1 0 0．0 1 2．5 0．0 3 7．5 2 5．0 2 5．0 0．0 0．0 0．0

素

材

関

連

製

造

業

化 学 15 1 5 0 1 5 6 1 0 0 2 3．5 4

1 1．9 1 0 0．0 0．0 6．7 3 3．3 4 0 ．0 6．7 0．0 0．0 1 3．3

医 薬 10 1 0 0 0 1 3 4 l l 0 4．8 0

7．9 1 0 0．0 0．0 0．0 1 0．0 3 0．0 4 0．0 1 0．0 1 0．0 0．0

塗 料 3 3 0 0 0 1 2 0 0 0 4．6 7

その 他 化 学 2．4 1 0 0．0 0．0 0．0 0．0 3 3 ．3 6 6．7 0．0 0．0 0．0

石 油 ・ゴ ム 5 5 0 0 1 2 0 1 0 1 4．2 5

1．0 1 0 0．0 0．0 0．0 2 0．0 4 0．0 0 ．0 2 0．0 0．0 2 0．0

ガ ラ ス 3 3 0 0 0 1 2 0 0 0 4．6 7

そ の 他 窯 業 2．4 1 0 0．0 0．0 0．0 0．0 3 3．3 6 6．7 0．0 0．0 0．0

普 通 鋼 5 5 0 0 3 1 0 0 0 1 3．2 5

4．0 1 0 0．0 0．0 0．0 6 0．0 2 0．0 0 ．0 0．0 0．0 2 0．0

非 鉄 ・電 線 5 5 0 0 1 3 1 0 0 0 4．0 0

4．0 1 0 0．0 0．0 0．0 2 0．0 6 0．0 2 0．0 0．0 0 ．0 0．0

小 計 4 6 4 6 0 1 1 1 1 7 1 0 2 1 4 4．1 0

3 6．5 1 0 0．0 0．0 2．2 2 3．g 3 7．0 2 1．7 4．3 2 ．2 名．ア

機

械

関

連

製

造

業

そ の 他

産 業 機 械 8 8 0 2 0 3 2 l 0 0 4．0 0

そ の 他 機 械 6．3 1 0 0．0 0．0 2 5．0 0．0 3 7．5 2 5．0 1 2．5 0 ．0 0．0

重 電

通 信 機

家 電 ・部 品

計 器

6 5 0 0 1 2 0 1 0 2 4．2 5

5．0 0

5．3 0

5．0 0

4．6 7

4．2 1

5．6 7

4．7 0

5．0 0

3．7 1

0．0 0

4．8 1 0 0．0 0．0 0．0 1 6．7 3 3．3 0．0 1 6 ．7 0 ．0 3 3．3

4 4 0 0 l 1 0 1 1 0

3．2 1 0 0．0 0．0 0．0 2 5．0 2 5．0 0．0 2 5．0 2 5．0 0．0

1 0 1 0 0 0 0 2 5 1 2 0

7．9 1 0 0．0 0．0 0．0 0．0 2 0．0 5 0．0 1 0．0 2 0．0 0．0

5 5 0 0 0 2 1 2 0 0

そ の 他 電 機 4．0 1 0 0．0 0．0 0．0 0．0 4 0．0 2 0．0 用 ．0 0．0 0．0

造 船

自動 車

精 密

小 計

そ の 他 製 造

放 送 ・通 信

3 3 0 0 0 2 0 1 0 0

2．4 1 0 0 ．0 0．0 0．0 0．0 6 6．7 0．0 3 3．3 0．0 0．0

1 4 1 4 0 0 4 5 4 0 1 0

1 1．1 1 0 0．0 0．0 0．0 2 8．6 3 5．7 2 8．6 0．0 7．1 0．0

6 6 0 0 0 0 3 2 1 0

4．8 1 0 0 ．0 0．0 0．0 0．0 0．0 5 0．0 3 3．3 1 6．7 0．0

5 6 5 6 0 2 5 1 7 1 5 9 5 2

H J 1 0 0．0 0．0 3．6 1 0．7 3 0．4 2 5．8 1 6．1 8．g 3．6

3 3 0 0 0 1 l 1 0 0

製 造 業 2．4 1 0 0．0 0．0 0 ．0 0．0 3 3．3 3 3．3 3 3．3 0．0 0．0

通 信 9 9 l l 1 2 1 0 l 2

公 益 業 電 力 ・ガ ス 7．1 1 0 0．0 1 1．1 1 1．1 1 1．1 2 2．2 1 1．1 0．0 1 1．1 2 2．2

不 明 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 ．0 0．0 0．0 0 ．0 0．0 0．0 0．0 0 ．0 0．0 0．0
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表10：製品体系変更の必要性［0．川
（図 9 ）

合計
（％）

1
極めて
低い

2 3 4
中程度

5 6 ア
埠少て

商い
不明 平均値

全体 126 3 12 10 36 34 22 4 5 4．39
100．0 2．1 9．5 7．9 28．5 27．0 17．5 3．2 4．0

表11：R＆D戦略担当部門の有無［0．5］
（図 1 0 ）

合計
（矧

全社 研究所 不明

全体 125 82 42 2
100 65．1 33．3 1．6

表12：R＆D戦略担当部門の従属部門［0．5］
（図 1 1 ）

合計
（矧

非該当
（矧

該当
（矧

社長 事業本部 研究所 不明

全体 126
100

‖
34．9

82
65．1
100

‖

59．8

川

22．0

8

9．8

7

8．5

表13：研究開発戦略を専門に担当する部門の有無［0．5］
（図 1 2 ）　 （研 究 開 発 費 の 規 模 別 ）

Y 軸 合 計 X 軸 合 計 部 門 が 部 門 は 不 明

（％ ） （％ ） 有 る 無 い

全 体 1 25 12 6 8 2 4 2 2

100．0 10 0．0 6 5．1 33．3 1．6

－ 1的億 未 満 12 1 2 8 4 0

9．5 10 0．0 5 5．7 3 3．3 0．0

100億以 上 ～ 150億 未 満 3 0 3 0 1 6 ＝ 0

23 ．8 10 0．0 53．3 4 6．7 0．0

1抽億 以上 ～ 200億 未 満 ‖ 19 1 3 6 0

15．1 100 ．0 6 8．4 3 1．6 0．0

2時健 以上 ～ 3日億 未満 25 26 17 9 0

20．6 100 ．0 65．4 3 4．6 0．0

100億 以上 ～ 5日健 未満 18 18 13 4 1

14．3 10 0．0 72．2 22．2 5．6

500億 以 上 ～1000億 未満 8 息 6 2 0

6．3 10 0．0 7 5．0 2 5．0 0．0

用0 億 以 上～ 20仕億 未 ・ 3 3 2 1 0

2．4 10 0．0 6 6．7 3 3．3 0．0

2800億 以 上 9 9 7 2 0

7．1 10 0．0 7 7．8 2 2．2 0．0

不 明 1 1 0 0 1

0．8 10 0．0 0．0 0．0 100．0
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表14：研究開発戦略を専門に担当する部門の有無　柏．51
（図 1 3 ）　　　　　 （業 種 別 ）

業 種 業 種 Y 軸 合 計 X 軸 合 計 部 門 が 有 る 部 門 は 無 い 不 明
大 分 類 小 分 類 伽 ） 胱 ）

全 体 全 体 1 摘 12 6 8 2 4 2 2

10 0．0 10 0．0 6 5．1 3 3．3 1．6
建 設 業 建 設 4 4 2 2 0

3．2 1 00．0 5 0．0 5 0．0 0．0

消 費 関 連

食 品 4 4 2 2 0

3．2 川 0．0 50．0 50．0 0．0
繊 維 4 4 4 0 0

製 造 業 3．2 1 00．0 10 0．0 0．0 0．0
小 計 8 8 6 2 0

6、3 1 日 ．0 7 5．0 2 5．0 0．0

素

材

関

連

製

造

業

化 学 15 15 9 5 l
1 1．9 ＝川 ．0 6 0．0 3 3．3 6．7

医 薬 18 10 6 4 0

7．9 ‖川．0 銅 ．0 用 ．0 0．0

塗 料 3 3 1 2 0
そ の 他 化 学 2．4 ＝川 ．0 3 3．3 6 6．7 0．0

石 油 ・ゴ ム 5 5 1 3 1
4．0 10 0．0 2 0．0 6 0．0 2 0．0

ガ ラ ス 3 3 3 0 0

そ の 他 窯 業 2．4 10 0．0 10 0．0 0．0 0．0
普 通 鋼 5 5 4 1 0

4．0 ＝川 ．0 8 0．0 銅 ．0 0．0
非 鉄 ・電 線 5 5 4 1 0

4．0 ＝川 ．0 8 0．0 2 0．0 0．0
小 計 摘 4 6 28 ＝ 2

3 6．5 10 0．0 6 0．9 3 4．8 4．3

機

械

関

連

製

造

業

産 業 機 械 8 8 4 4 0
そ の 他 機 械 6．3 ＝川 ．0 5 0．8 5 0．0 0．0

重 電 6 6 4 2 0

4．8 10 0．0 6 6．7 3 3．3 0．0

通 信 機 4 4 3 I 0
3．2 10 0．0 7 5．0 2 5．0 0．0

家 電 ・部 品 10 10 5 4 0

7．9 ＝川 ．0 6 0．0 4 0．0 0　0
計 器 5 5 2 3 0

そ の 他 電 機 4．0 10 0．0 4 0．0 6 0．0 0，0
造 船 3 3 3 0 0

2．4 ＝川．0 ＝川．0 0．0 0．0

自動 車 ‖ ‖ 用 4 0

1 1．1 10 0．0 7 1．4 2 8．6 0．0
精 密 5 6 3 3 0

4．8 用 0．0 5 0．0 5 0．0 0．0
小 計 5 6 5 6 35 2 1 0

4 4．4 10 0．0 6 2．5 3 7．5 0　0
そ の 他 そ の 他 製 造 3 3 3 0 0
製 造 業 2．4 10 0．0 10 0．0 0．0 0．0
通 信 放 送 ・通 信 9 9 8 1 0

公 益 業 電 力 ・ガ ス 7．1 10 0．0 8 8．9 11．1 0．0
不　　　　　　 明 0 0 0 0 0

0．0 0．0 0．0 0．0 0．0
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表15：1981年の研究開発部門長の役職［0．131
（図 1 4 用 ）

合計
（％）

社 長 副社 長 専務取締役 常務 取締役 取締 役 部長職 不 明

全体

部 門が有 る

部門は無い

不明

126 2 9 24 ＝ 27 18 2
100．0 1．6 7．1 19．0 34．9 21．4 日．29 1．59
息2 1 7 15 30 19 10 0

100．0 1．2 8．5 18．3 36．6 23．2 12．20 0．00
42 1 2 9 ＝ 8 8 0

100．0 2．4 4．8 21．4 33．3 19．0 19．05 0．00
2 0 0 0 0 0 0 2

表16：1991年の研究開発部門長の役職［0．13］
（図 1 4 （2））

合計
（％）

社長 副社長 専務取締 役 常務取締 役 取締役 部長職 不明

全体

部 門が有 る

部門は無い

不明

128 5 20 28 40 20 11 2
100．0 4．0 15．9 22．2 31．7 15．9 8．日 1．59
82 2 12 24 26 12 6 0

100．0 2．4 日．5 29．3 31．7 14．6 7．32 0．00
42 3 8 4 14 8 5 0

100．0 7．1 19．0 9．5 33．3 19．0 11．90 0．00
2 0 0 0 0 0 0 0

表17：研究開発部門長の地位の変化（1981年と1991年の比較）［0．用
（図 1 5 ）

合計 上方にシフ 変化の無か 下方にシフ 不明
（％） トした企業 った企業 卜した企業

全体

部門が有る

部門は無い

不明

126 54 53 17 2
100．0 42．9 42．1 13．5 1．6
82 34 39 9 0

100．0 4 1．5 日．6 日．0 0．0
42 20 ＝ 8 0

100．0 47．6 33．3 19．0 0．0
2 0 0 0 2

表18：R＆Dの効率化を図る必要性［0．用
（図 1 6 ）

合計

（％）
感 じてい る 感 じない 不明

全体

部 門が有 る

部門 は無い

不明

126 126 0 0
100．0 100．0 0．0 0．0
82 島2 0 0

100．0 100．0 0．0 0．0
42 42 0 0

100．0 100．0 0．0 0．0
2 2 0 0

表19：R＆Dの効率化を図るための課題［0．12］
（図 1 7 ）

合計

（％）

研究 テーマ 技術 移行 の 研 究分野の 研 究中止時
その他 不 明の事業化 評

価

円滑化 絞 り込み 期 の見極め

全体

部門が有 る

部門 は無い

不 明

126 24 26 70 1 1 4
＝川．0 19．0 20．6 55．6 0．8 0．3 3．17
82 16 15 46 1 0 3

100．0 19．5 19．5 56．1 1．2 0．0 3．66
42 8 10 22 0 1 1

100．0 19．0 23．8 52．4 0．0 2．4 2．38
2 0 0 2 0 0 0
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表20：研究開発活動の投資効率の評価10．91
（図 1 8 ）

合 計

（％ ）

評 価 は

不 可 能

適切 な

導 入 方 法

を検 討 中

既 に実 施

して い る 不 明

全 体

部 門 が有 る

部 門 は無 い

不 明

1 2 6 23 8 6 11 3

10 0．0 1 8．3 68．3 1 1．1 2．4

＝ ‖ 5 7 10 l

‖川．0 17．1 6 9．5 12．2 1．2

4 2 9 ＝ 4 0

100．0 21．4 日 ．0 ，．5 0．0

2 0 0 0 2

表21：企業全体の業績に影響を与える事柄についての
（図 1 9 、 2 0 ）　　　　　 各 部 門 別 の 発 言 力 ・影 響 力 ［0 」 61

部　　 門

合計

（％〉

1

ほとん

どある

い は全

く影着

力 をも

たない

2

や や影

響 力を

もつ

3

かな り
影響力

をもつ

4

多 くの

影響 力

をもつ

5

極めて

多 くの

影響力

をもつ

不明 平 均値

販亮 ・マーケテイング 全 体

部門が有 る

部門 は無 い

不明

12 6 0 2 2 0 56 ＝ 1 l．1亀

4∴‖

4．07

10 0．0 0．0 1．6 1 5．9 44 ．1 37．3 0．8

8 2 0 0 12 3 8 32 0

10 0．0 0．0 0．0 14．6 4 6．3 3 9．0 0．0

4 2 0 2 8 11 15 0

lM ．8 0．も l．8 1 9．0 用 ．5 3 5．7 0．0

2 0 0 0 1 0 1

製造

全体

部門 が有 る

部門 は無い

不明

126 0 13 37 4 8 23 5 3．67

3．7 3

3．5 7

1 00．0 0．0 10．3 2 9．4 38、1 18．3 4．0

82 0 5 26 3 2 15 l

1 00．0 0．0 6．1 3 1．7 39．0 18．3 4．9

4 2 0 8 10 15 8 0

1 00．0 0，0 1 9．0 23．8 3 8．1 19．0 0．0

2 0 0 l 0 0 1

研究 開発

全 体

部 門が有 る

部門 は無 い

不 明

12 6 2 2 0 3 2 ＝ 2 9 2 3．60

3 ．67

3．48

1 0 0．0 1．6 15．9 25．4 3 2．5 23．0 1．6

82 0 13 2 3 23 ‖ 1

10 0．0 0．0 15．9 2 8．0 2 8．0 2 6．8 1．2

4 2 2 7 ， 17 7 0

10 0．0 4．8 16．7 2 1．4 4 0．5 16．7 0．0

2 0 0 0 1 0 1

社長 室 ・企 画

全体

部門 が有 る

部門 は無い

不 明

12 6 4 15 32 5 0 23 2 3．5 9

3．7 2

3．3 2

10 0．0 3．2 1 1．9 2 5．4 39．7 18．3 1．6

82 1 8 20 3 7 16 0

＝川．0 1．2 9．8 日．4 45．1 19．5 0．0

＝ 3 7 12 12 7 1

10 0．0 7．1 1 5．7 2 8．6 2 8．6 16．7 2．4

2 0 0 0 l 0 l

財務 ・会計

資材 ・購買

総務

人事

労務

全 体

部 門が有 る

部 門は無い

不明

12 6 0 23 4 8 4 5 g 1 3．32

3．39

3．17

2．6 9

2．H

z．5 1

2．62

2．7 1

2．4 8

1 00．0 0．0 18．3 38．1 3 5．7 7．1 0．8

82 0 14 3 0 30 8 0

1 00．0 0．0 17．1 36．5 3 6．6 9．8 0．0

42 0 9 18 14 1 0

1 0 0．0 0．0 21．4 日．9 33．3 2．4 0．0

急 0 0 0 1 0 l

全体

部門 が有 る

部門 は無 い

不明

1 2 6 7 5 3 39 ‖ 3 2

＝川．0 5．6 42．1 3 1．0 17．5 2．4 1．6

82 4 3 2 ‖ 15 3 l

10 0．0 4．9 39．0 日 ．タ 1 8．3 3．7 1．2

‖ 2 z l 12 7 0 0

10 0．0 1．8 50．0 日 ．6 1 6．7 0．0 0．0

z 1 0 0 0 0 l

全 体

部門 が有 る

部門 は無い

不明

12 6 ll 4 6 5 1 14 3 1

100．0 8．7 3 6．5 1 0．5 11．1 2．4 0．8

8 2 5 2 6 3 7 12 1 0

100．0 7．3 3 1．7 4 5．1 日．6 1．2 0．0

‖ 4 2 0 ＝ 2 2 0

1 00．0 9．5 4 7．6 33．3 4 ．8 4．8 0．0

2 1 0 0 0 0 l
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表22：研究開発予算計画の策定方法　紬．37］
（図 2 1 ）

合計

．－

各研 究 グ 一 律 に 上 重 要 研 究 客 観 的 デ 営 業部 門

不 明
ル ー プ が 乗 せ ま た と評 価 す 一 夕 に基 の 意 向 大
積 上 げ方
式 で計 上

は カ ッ ト る も の に

は別 枠 で
上 乗 せ

い て評 価

し重 点 配
分

き く反 映

全 体

部 門 が 有 る

部 門 は無 い

12 6 6 2 8 ‖ 15 0 3

100．0 4．8 22．2 58．7 1 1．9 0．0 2．4

8 2 2 ＝ 5 2 9 0 2

100．0 2．4 20．7 6 3．4 1 1．0 0．0 2．4
4 2 4 11 2 2 5 0 0

10 0．0 9．5 2 6．2 5 2．4 11．9 0．0 0．0
2 0 0 0 l 0 1

表23：全社的な研究計画について［0．6】
（図 2 2

合計
（％）

行 う 行 わない 不 明

全体

部 門が有 る

部 門は無 い

不明

12 6 10 2 1 9 5
1 00．0 8 1．0 15．1 4．0
8 2 6 9 10 3

1 00．0 8 4．1 12．2 3．7
4 2 32 9 1

＝川．0 7 5．2 2 1．1 2．1
2 1 0 1

表24：研究計画の期間［0．日
（図 2 3 ）

合計 該 当
（％）

3 年 5 年 1 0 年 15年以上 不明 非該 当

全体

部門が有る

部門 は無い

不明

126

82

42

2

102 4 1 5 0 1 0 0 1 24

1 3

1 0

1

10 0．0 4 0．2 4 9．0 9．も 0．0 1．0
59 2 8 3 4 7 0 0

10 0．0 4 0．6 日．3 10．1 0．0 0．0
32 13 16 3 0 0

＝川．0 40．6 50．0 9．4 0．0 0．0

1 0 0 0 0 1

表25：研究計画立案の責任者［0．6］
（図 2 4 ）

合計 該当
（％）

研 究者 研 究

リーダ ー

研 究管理
担当者

研 究管理
部 門長

研 究管理

担当役 員

社長 不明 非該当

全体

部門が有 る

部門 は無い

不明

12 6

8 2

42

2

10 2 1 2 8 5 33 33 0 2 24

13

1 0

1

10 0．0 1．0 27．5 4．9 3 2．4 3 2．4 0．0 2．0
6 9 0 17 4 2 3 35 0 0

1 00．0 0．0 24．6 5．8 3 3．3 3 8．2 0．0 0．0
3 2 1 1 1 1 1 0 8 0 1

1 00．0 3．1 34．4 3．1 3 1．3 2 5．0 0．0 3．1
l 0 0 0 0 0 0 1

表26：研究計画の決裁者［0．日
（国 2 5 ）

合計 該 当
（％）

社 長 担当役 員 その他の
役 員

研究 管理
部門長

不明 非該 当

全体

部門 が有 る

部門 は無い

不明

1 26

8 2

4 2

2

102 3 6 5 8 2 6 0 24

13

10

1

10 0．0 3 5．3 56．9 2．0 5．9 0．0
6 9 2 3 4 1 1 4 0

＝川．e 3 3．3 59．1 1．4 5．8 0．0

3 2 1 2 17 1 2 0
＝川．0 3 7．5 5 3．1 3．1 6．3 0．0

1 1 0 0 0 0
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表27：全社的な研究戦略の立案［0．7］
（図 2 6 ）

合計
（％）

行 う 行わない 不明

全体

部 門が有 る

部 門 は無い

不明

1 25 9 5 2 3 8

1 0 0．0 7 5．4 1 8．3 6．3
8 2 7 3 7 2

10 0．0 89．0 8．5 2．4
4 2 2 1 1 6 5

10 0．0 50．0 3 8．1 1 1．9
2 1 0 1

表28：研究戦略の期間［0．月
（図 2 7 ）

合計 該当
（％ ）

3 年 5 年 1 0 年 15年 以上 不 明 非該当

全体

部門 が有 る

部門 は無 い

不明

12 6

8 2

4 2

2

9 5 18 ＝ 33 l 2 3 1

9

2 1

1

1 0 0．0 18．9 4 3．2 34．7 1．1 2．1
7 3 1 6 2 5 29 1 1

10 0．0 2 1．9 3 5．6 3 9．7 1．4 1．4
2 1 2 15 4 0 0

10 0．0 9．5 日．4 19．0 0．0 0．0
1 0 0 0 0 1

表29：研究戦略立案の責任者［0．7］
（図 2 8 ）

合計 該当
（％ ）

研 究者 研 究

リー ダー

研究管理

担当者

研究管理
部門長

研究管理

担当役 員

社長 不明 非該 当

全体

部門が有 る

部門 は無い

不 明

12 6

8 2

4 2

2

9 5 0 6 3 3 1 5 1 2 2 3 1

9

2 1

1

10 0．0 0．0 6．3 3．2 3 2．6 53．7 2．1 2．1
7 3 0 4 2 2 5 ‖ 2 0

10 0．0 0．0 5．5 2．7 34．2 5 4．8 2．7 0．0
2 1 0 2 1 6 ＝ 0 1

10 0．0 0．0 9．5 4．8 2 8．5 5 2．4 0．0 4．8
1 0 0 0 0 0 0 1

表30：研究戦時の決裁者［0．月
（図 2 9 ）

合計 該当
（％）

社長 担当役員 その他の

役 員

研 究管理
部門長

不明 非該当

全 体

部門 が有 る

部 門 は無い

不明

126

82

42

2

9 5 5 2 3 9 l 2 1 3 1

9

2 1

1

10 0．0 5 4．7 4 1．1 1．1 2．1 1．1
73 4 0 3 1 0 2 0

10 0．0 54．8 4 2．5 0．0 2．7 0．0
2 1 1 1 8 1 0 1

1 00．0 5 2．4 3 8．1 4．8 0．0 4．8
1 l 0 0 0 0
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研究開発戦時表 3 1 ：研 究 開 発 戦 時 立 案 に あ た り 重 視 さ れ る 項 目 （1 ） ［0 ．19］

（図 3 0 、 3 1 ）

寅間項 目

合計
（％）

1
極 めて
重 視 さ

れてい
る

2
重視 さ

れてい
る

3
どち ら
ともい
えない

4
あまり
重視 さ

れてい
ない

5
重視 さ

れてい
ない

不 明 平均値

技術 の重 要性

全体 126
100　0

72
57 1

4 9 2 1 0 2 1．‾H

部 門が有 る 82
100　0

53
64　6

38．9
25

31 7

1．5
1

1 2

0．8
1

0．0
0

1．6
1 1．38

部門 は無い 42 13 23 1
1．2
0

0．0

0

1．2
0 1．60

不明
100．0 42．9 54．8 2．4 0．0 0．0 0．0

2 】 0 0 0 0 l

マ ーケ ッ ト二胃ズ

全体 126
100　0

59
46　8

60
47　6

5
4

0 0 2 1．56

部 門が有 る 82
100　0

41
50　0

36

43　9

．0
4

4

0．0
0

0．0
0

1．6
1 1．54

部 門 は無い 42 17 24
．9
1

0．0
0

0．0

0

1．2
0 1．52

不明
lM ．0 40．5 57．1 2．4 0．0 0．0 0．0

2 1 8 0 0 0 1

R ＆D 部門の人材

全体

部 門が有る

126
100．0

82
100　0

59
46　8

57
45　2

5
4

4 0 1 1．53

42
51 2

35

4 2　7

．0

3
3

3．2
2

0．0
0

0．8

0 1．57

部 門は無い 12 ＝ 21
．7
2

2．4

2

0．0
0

0．0
0 1．74

不明
100．0 40．5 50．0 4．8 4．8 0．0 0．0

2 0 l 0 0 0 1

製 口のコ ス ト

全体

部 門が有 る

126
100．0

82
100　0

42
33．3
32

39　0

64
0　8

15
1

4 0 1 1．85

5 ．
42

51 2

仕 9

5

3．2
3

0．0
0

0．8
0 1．74

Rl］
競争力 部 門は無い 42 9 22

6．1
10

3．7
1

0．0
0

0．0
0 2．07

不 明
＝川．0 21．4 52．4 23．8 2．4 0．0 0．0

2 1 0 0 0 0 l

社 会的責任

他社 の動向

所 要経費 ・期間

研究者の や る気

全 体

部 門が有 る

126
100、0

82
100　0

33
26．2
28

31 7

7 4
58　7

16
2

1 0 2 1．83

＝

53　7

1 ．7
日

13　4

0．8
0

0．0
0

1．6
1 1．81

部 門は無い 42 6 30 5
0．0

1

0．0
0

1．2
0 2．02

1．90

不 明
用0．0 14．3 71．4 11．9 2．4 0．0 0．0

2 1 0 0 0 0 1
全 体 125

100　0
27

21 4
8 5

6 7
1 2 1 0 1

部 門が有る 82
100　0

18
22　0

．5
58

70　7

9．5
5

6 1

0．3

1

0．0

0

0．8
0 1．87

部 門は無い 42 9 27 6
1．2
0

0．0
0

0．0
0 1．93

1．日

不明
‖川．0 21．4 64．3 14．3 0．0 0．0 0．0

2 0 0 l 0 0 1
全体 125

100　0
28

22　2
80

63
1 1 5 0 2

部門 が有 る 82
100　0

21
25　6

．5
53

64　6

8．7

5

4．0
2

0．0
0

1．5
1 1．85

部門 は無い ＝ 7 25
6．1
5

2．4
3

0．0
0

1．2
0 2．12

1．98

不 明
川0．0 16．7 日．9 日．3 1．1 0．0 0．0

2 0 1 0 0 0 1
全 体 126

100　0
32

25　4
66
2

22 4 0 2

部門 が有 る 82
100　0

23
28　0

5 ．4
日

53　7

17．5
13

15

3．2
2

0．0
0

1．6
0 1．日

部門 は無い 42 9 22
．9
8

2．4

2

0．0
0

0．0
1 2．07

不 明
100．0 21．4 52．4 19．0 4．8 0．0 2．4

2 0 0 1 0 0 1
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表 3 2 ：研 究 開 発 戦 略 立 案 に あ た り重 視 さ れ る 項 目 （2 ） 虹 1 9］

（図 3 0 、 3 1

質問項目

合計
（矧

1
極めて
重視さ
れてい
る

2
重視 さ
れてい

る

3
どちら
ともい
えない

4
あまり
重視さ
れてい
ない

5
重視 さ
れてい
ない

不明 平均値

生産技術

全体 126

100　0
用

12　7
84
66

19
15 1

6 0 1 2．12

部門が有る 82
100　0

13
15　9

．7
54

65

10
2　2

4．8
5

0．0
0

0．8

0 2．09

部門は無い 42 3
．9
29

1 ．
9

6．1
1

0．0
0

0．0
0 2．19

不明
100．0 7．1 69．0 21．4 2．4 0．0 0．0

2 0 1 0 0 0 1

ブレークスルーの

全体 125
100　0

17

13　5
79

62
23
18　3

4 2 2．16

部門が有る 32

100　0
川

12　2

．7
57

69

13
3．2
2

1．6
0

0．8

0 2．09

可能性 部門は無い 42 7
．5
21

15．9
10

2．4
2

0．0
2

0．0
0 2．31

不明
100．0 16．7 50．0 23．8 4．8 4．8 0．0

2 0 l 0 0 0 1

業界における地位

全体 12 6
100　0

17
13　5

76
日

23
1

鳥 0 2 2．は

部門が有る 82

100　0
9

11 0

．3
54

65

8．3
13

6．3
5

0．0
0

1．6
1 2．17

部門は無い 42 7
．9
22

15．9

10

6．1
3

0．0
0

1．2

0 2．21

不明
＝川．0 16．7 52．4 23．8 7．1 0．0 0．0
2 1 0 0 0 0 1

製品系列

ブレークスルーの

全体 126
100　0

15
12　7

68
日

35
2　 8

4 1 2 2．24

部門が有る 82
100　0

13
15　9

．0
4 5
54

7．
19

2　 2

3．2
3

0．8
1

1．6
1 2．19

部門は無い 42 3
．9
22

3．
16

3．7
1

1．2
0

1．2
0 2．36

2．60

不明
100．0 7．1 52．4 3台．1 2．4 0．0 0．0

2 0 1 0 0 0 1
全体 125

100　0
3

2　4
62

49　2
43

34 1
16 1 1

部門が有る 82
100　0

3
3　7

4 5
日

27
2

12．7
7

0．8
0

0．8
0 2．日

為のコス ト

相対的資源投入量

技術限界の有無

国家プロジェク ト

部門は無い 42 0
．9
17

3 ．9
15

8．5
9

0．0
1

0．0

0 2．86

2．53

不明
＝川．0 0．0 40．5 35．7 21．4 2．4 0．0

2 0 0 1 0 0 1
全体 125

100　0
5

4　8
55
43　7

47
37

4 1

部門が有る 82
100　0

5
6 1

36
日

．3
33

10．3

7

3．2

1

0．8
0 2．55

部門は無い 42 1
．9
18

40．2
14

8．5

6

1．2
3

0．0
0 2．81

2．63

不明
100．0 2．4 42．9 33．3 14．3 7．1 0．0

2 0 1 0 0 0 1
全体 126

100　0
5
4　0

50
39

57
4

12 1 l

部門が有る 82
日川　0

4

4　9

．7
36
43

5．2
34

9．5
8

0．8

0

0．8
0 2．56

部門は無い 42 1
．9
13

41．5
23

9．8
4

0．0
1

0．0
0 ．門

2．57

不明
100．0 2．4 31．0 54．8 9．5 2．4 0．0

2 0 1 0 0 0 1
全体

部門が有る

126
100　0

5

4　0
49
38　9

54
42

16 1 1

82
用0　0

5
5 1

36
43　9

．9
32

39

12．7
9

0．8
0

0．8

0 2．55

の動向 部門は無い 42 0 13
．0
22

11．0
6

0．0
j

0．0
8 2．銅

不明
100．0 0．0 31．0 52．4 14．3 2．4 0．0

2 0 0 0 1 0 1

ー106－



表33：R＆D戦時見直しの担当［0．30］
（国 3 2 ）

合計

（％）

研究者
個人

研究
グループ

リーダー

研究
管理部門

研究管理
部門等が
遽挽対処

トップの
判断によ

り見直す

その他 不明

全体

部門が有る

部門は無い

不明

126 1 14 28 39 19 18 7
＝川．0 0．8 11．1 22．2 3 1．0 15．1 14．3 5．6
82 0 7 21 29 13 8 4

100．0 0．0 8．5 25．6 35．4 15．9 9．8 4．9

42 1 7 7 10 6 10 1
100．0 2．4 16．7 16．7 23．8 日．3 23．8 2．4

2 0 0 0 0 0 0 2

表34：コンソーシアの必要性　的．川
（図 3 3 ）

合計
（％）

感 じて

い る

感 じない 不明

全体

部門 が有 る

部門は無 い

不明

126 8 3 3 9 4
＝川．0 6 5．9 3 1．0 3．2
8 2 6 1 19 2

10 0．0 7 4．4 2 3．2 2．4

4 2 2 1 2 0 1
10 0．0 5 0．0 4 7．6 2．4

2 1 0 1

表35：コンソーシアの必要性（研究開発費の規模別）［0．川
（図 3 4 ）

Y 軸 合 計

（％ ）

X 軸 合計

（％〉

感 じ る 感 じな い 不 明

全 体 12 6 12 5 8 3 3 9 4

10 0．0 1 00．0 6 5．9 3 1．0 3．2

～　 川 0億 未 満 12 12 9 2 1

9．5 1 0 0．0 7 5．0 16．7 8．3

1 00億 以上 ～ 1 50億 未 満 30 3 0 23 7 0

2 3．8 1 0 0．0 7 6．7 23．3 0．0

150億 以上 ～ 2 00億 未 満 19 19 13 5 0

1 5．1 10 0．0 6 8．4 3 1．6 0．0

2 0 0億 以上 ～ 3 00億 未 満 26 26 1 4 1 1 1

2 0．5 10 0．0 53．8 4 2．3 3．8

30 0億 以 上 ～ 5 0 0億 未 満 18 18 13 5 0

日．3 ＝川．0 72．2 2 7．8 0．0

5 00億 以 上 ～ 100 0億 未 満 8 8 5 3 0

6．3 ＝川．0 6 2．5 37．5 0．0

10 0 0億 以上 ～ 20 日億 未 満 3 3 2 1 0

2．4 1 0 0．0 6 6．7 33．3 0．0

2 000億 以 上 9 9 4 4 1

1．1 10 0．0 日 ．4 44．4 1 1．1

不 明 1 1 0 0 1

0．8 10 0．0 0．0 0．0 1 00．0
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表 3 6 ：コ ン ソ ー シ ア の 必 要 性 （業 種 別 ） ［0．川

（図 3 5 ）

業種 業種 Y 軸合計 X 軸合計 必要性を 必要性 を 不明
大分類 小分類 ．． ．． 感 じる 感じない
全体 全体 126 126 83 39 4

100．0 100．0 65．9 31．0 3．2
建設業 建設 4 4 4 0 0

3．2 100．0 ＝川．0 0．0 0．0

消費関連

食品 4 4 2 2 0
3．2 100．0 50．0 50．0 0．0

繊維 4 4 4 0 0
製造業 3．2 100．0 100．0 0．0 0．0

小計 8 8 5 2 0
6．3 100．0 75，0 25．0 0．0

素

材

関

連

製

造

業

化学 15 15 7 8 0
11．g 100．0 46．7 53．3 0．0

医薬 10 10 5 3 1
7．9 100．0 60．0 30．0 10．0

塗料 3 3 3 0 0
その他化学 2．4 100．0 ＝川．0 0．0 0．0
石油 ・ゴム 5 5 3 1 1

4．0 100．0 60．0 20．0 銅．0
ガラス 3 3 2 1 0

その他窯業 2．4 ＝川．0 66．7 33．3 0．0
普通鋼 5 5 4 1 0

4．0 100．0 80．0 20．0 0．0
非鉄 ・電線 5 5 4 ユ 0

4．0 100．0 80．0 20．0 0．0
小計 46 46 2g 15 2

36．5 100．0 63．0 32．6 4．3

機

械

関

連

製

造

業

産業機械 8 8 5 3 0
その他機械 6，3 100．0 62．5 37．5 0．0

重電 6 6 5 1 0
4．8 ＝川．0 83．3 日．7 0．0

通信機 4 4 3 1 0
3．2 100．0 75．0 25．0 0．0

家電 ・部品 10 10 5 4 1
7．9 100．0 50．0 40．0 10．0

計器 5 5 0 4 1
その他電機 4．0 100．0 0．0 80．0 20．0

造船 3 3 g 1 0
2．4 100．0 66．7 33．3 0．0

自動車 14 14 9 5 0
11．1 ＝川．0 64．3 35．7 0．8

精密 6 6 5 1 0
4．8 100．0 83．3 16．7 0．0

小計 56 56 34 20 2
44．4 100．0 60．7 35．7 3．6

その他 その他製造 3 3 2 l 0
製造業 2．4 100．0 66．7 33．3 0．0
通信 放送 ・通信 9 9 8 l 0
公益業 7．1 100．0 88．9 11．1 0　0

不　　　　　　　 明 0 0 0 0 0
0．0 0．0 0．0 0．0 0．0
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表37：コンソーシアの経験の有無［0．日］
（図 3 6 ）

合計
－．

経験 がある 経験 は無い 不 明

全体

部門が有 る

部門 は無い

不明

125 60 60 6
100．0 4 7．6 47．6 4．8
82 43 37 2

100．0 52．4 45．1 2．4
42 16 23 3

100．0 38．1 54．8 7．1
2 1 0 1

表38：コンソーシアの経験の有無（研究開発費の規模別）［0．14】
（図 3 7 ）

Y 軸 合 計
（％ ）

X 軸 合計

（％ ）

経 験 が有 る 経 験 は 無 い 不 明

全 体 12 6 12 6 6 0 6 0 5
＝川．0 10 0．0 4 7．6 4 7．6 4．8

～ 1時健 未 満 12 12 3 8 l
9．5 川 0．0 2 5．0 6 6．7 8．3

lM 億 以 上 ～ 15 0億 未 満 3 0 30 11 用 1
2 3．8 10 0．0 3 6．7 6 0．0 3．3

15 0億 以 上 ～ 2日億 未 満 19 1 9 1 1 8 0
15．1 1 00．0 57．9 4 2．1 0．0

20 0億 以 上 －　 30 0億 未 満 2 6 2 5 15 9 2
銅 ．6 ＝川．0 ～7．7 3 4．5 7．7

3 00億 以 上 ～　 5 00億 未 満 18 1 8 1 1 7 0
14．3 1 00．0 6 1．1 38．9 0．0

5時健 以 上 ～ 10 00億 未 満 8 8 3 5 0
6．3 10 0．0 3 7．5 6 2．5 0．0

日日億 以上 ～ 2 00 0億 未 満 3 3 2 1 0
2．4 1 0 0．0 6 6．7 33．3 0．0

2 m 健 以 上 9 9 4 4 1
7．1 10 0．0 4 4．4 44．4 1 1．1

不 明 1 1 0 0 1
0．8 10 0．0 0．0 0．0 ＝川．0
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表 3 9 ：コ ン ソ ー シ ア の 経 験 の 有 無 （業 種 別 ） ［0．川

（図 3 8 ）

業種 業種 Y 軸合計 X 軸合計 経験が有る 経験は無い 不明
大分類 小分類 （％） （％）
全体 全体 126 126 60 60 6

100．0 100．0 47．5 47．6 4．8
建設業 建設 4

3．2
4

100．0
3

75．0
1

25．0
0

0．0

消費関連

食品 4 4 2 2 0
3．2 100．0 50．0 50．0 0．0

繊維 4 4 i 3 0
製造業 3．2 ＝川．0 25．0 75．0 0．0

小計 8 8 3 5 0
6．3 100．0 37．5 62．5 0．0

素

材

関

連

製

造

業

化学 15 15 5 10 0
＝バ 用0．0 33．3 ＝．7 0．0

医薬 10 10 5 4 l
7．9 100．0 50．0 40．0 10．0

塗料 3 3 2 1 0
その他化学 2．4 100．0 66．7 33．3 0．0
石油 ・ゴム 5 5 2 2 1

4．0 100．0 用．0 40．0 20．0
ガラス 3 3 1 2 0

その他窯業 2．4 100．0 33．3 66．7 0．0
普通鋼 5 5 4 1 0

4，0 100．0 80．0 20．0 0．0
非鉄 ・電線 5 5 3 2 0

4．0 100．0 60．0 40．0 0．0
小計 46 ＝ 22 22 2

36．5 100．0 47．8 47．8 4．3

機

械

関

連

製

造

業

産業機械 8 8 1 6 1
その他1鍾械 6．3 100．0 12．5 75．0 12．5

重電 6 6 6 0 0
4．8 1掴．0 100．0 0．0 0．0

通信機 4 4 l 3 0
3．2 100．0 25．0 75．0 0．0

家電 ・部品 10 10 5 4 1
7．9 100．0 50．0 用．0 10．0

計器 5 5 0 4 1
その他電機 4．0 100．0 0．0 80．0 20．0

造船 3 3 2 l 0
2．4 100．0 66．7 33．3 0．0

自動車 ‖ ‖ 7 7 0
11．1 100．0 50．0 50．0 0．0

精密 6 6 3 2 l
4．8 100．0 50．0 33．3 16．7

小計 56 55 25 27 4
日．4 川0．0 44，5 48．2 7．1

その他 その他製造 3 3 2 1 0
製造業 2．4 100．0 55．7 33．3 0．0
通信 放送 ・通信 9 9 5 4 0
公益業 電力 ・ガス 7．1 ‖川．0 55．5 44．4 0．0

不　　　　　　　 明 0 0 0 0 0
0．0 0．0 0．0 0．0 0．0
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表40：コンソーシアの動機［0」41
（図 3 9 ）

合計 該当

－．

研究開

発力を
補完

費用が
莫大に

かかる

海外拠
点づ く

り

その他 不明 非該当

全体

部門が有る

部門は無い

不明

126

82

42

2

50 31 15 2 2 4 66

39

26

1

100．0 61．7 25．0 3．3 3．3 5．7
43 26 12 1 l 3

lM ．0 60．5 27．9 2．3 2．3 7．0
15 10 3 1 1 1

100．0 62．5 18．8 6．3 6．3 6．3
1 1 0 0 0 0

表41：コンソーシアの参加企業の国籍［0．14］
（図 4 0 ）

合計 該当
（％）

日本 米 欧 日米 日欧 日米欧 その他 不明 非 該当

全体

部門が有 る

部門 は無い

不明

126

82

42

2

60 3 1 7 3 5 1 11 1 1 66

39

26

1

100．0 51．7 11．7 5．0 8．3 1．7 18．3 1．7 1．7
43 18 5 3 4 1 10 1 1

100．0 41．9 11．6 7．0 9．3 2．3 23．3 2．3 2．3
16 13 2 0 0 0 1 0 0

100．0 81．3 12．5 0．0 0．0 0．0 5．3 0．0 0．0
0 0 0 1 0 0 0 0

表42：コンソーシアの成否［0．川
（図 4 1 ）

合計 該当
（％）

成功

した

成功 し

なかっ
た

不明 非該当

全体

部門が有る

部門は無い

不明

126

82

42

2

60 30 5 25 66

39

26

1

100．0 50．0 8．3 日．7
43 24 3 16

川 ．0 55．8 7．0 37．2
16 5 2 9

100．0 31．3 12．5 55．3
l 1 0 0
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表43：技術移行について［0．川
（図 4 2 、 4 3 ）

貸間項 目
合計
（％）

1
全 くそ

の通 り

2
どち ら

か とい
えば正

しい

3
どちら
ともい
えない

4
どち ら

かとい
きば遠

つ

5
辛 く遠

つ 不明 平均値

1 ．研 究者 が開発

全体

部 門が有 る

部 門は無い

不明

125 3 43 4 1 2 6 1 2 1 3．01

3．13

2．76

100．0 2．4 34．1 32．5 20．6 9．5 0．8
82 2 25 24 2 2 9 0

・生産へ移行 する 100．0 2．4 30．5 29．3 26．8 11．0 0．0
42 1 18 16 4 3 0

‖川．0 2．4 42．9 38．1 9．5 7．1 0．0
2 0 0 1 0 0 1

2 ． ステー ジ毎に

全体

部門 が有 る

部門 は無 い

不 明

126 13 り 33 29 1 1 2．65

2．54

2．86

＝川．0 10．3 38．9 26．2 23．0 0．8 0．8
82 10 3 6 18 18 0 0

各担 当者 が引 き継 川0．0 12．2 43．9 22．0 22．0 0．0 0．0
ぐ 42 3 ‖ ‖ ‖ 1 0

＝川．0 7．1 31．0 33．3 26．2 2．1 0．0
2 0 0 l 0 0 l

3 ．各 ステージに

全 体

部 門が有 る

部 門は無い

不明

125 9 48 4 3 用 6 2 2∴‖

2．57

3．00

100．0 7．1 38．1 34．1 14．3 4．8 1．6
82 8 35 27 8 4 0

移行 し易 い配 慮が 100．0 9．8 42．7 32．9 9．8 4．9 0．0
な され ている 42 1 12 16 川 2 1

100．0 2．4 28．6 38．1 23．8 4．8 2．4
2 0 l 0 0 0 1

4 ．引継 に十 分な

全体

部門が有 る

部門 は無い

不 明

126 43 50 22 5 0 5 1．93

1．85

2．08

100．0 34．1 39．7 17．5 4．8 0．0 4．0
82 33 3 0 1 5 3 0 1

時間 が必 要である 100．0 川．2 35．6 18．3 3．7 0．0 1．2
42 10 19 7 3 0 3

10 0．0 23．8 45．2 16．7 7．1 0．0 7．1
2 0 1 0 0 0 1
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表44：研究開発部門と他部門との連携の頻度［0．用
（国 4 4 、 4 5 ）

部　　 門

合計
％

1
ほ とん
どある

い は全
く連携

はない

2
半期 に

1 回程
度会議
をもつ

3
月に 1
回程度
会 請 を
もつ

4
遇に 1
回程度
会譲 を
もつ

5
日常的
に連携

してい
る

不 明 平均値

製造

全体

部門が有 る

部門 は無 い

不明

12 6 8 18 4 2 9 4 3 6 3．5 1

3．5 5

3．3 9

用 0．0 5．3 1 4．3 3 3．3 7．1 3l．1 4．8
8 2 3 ‖ 2 7 5 29 4

1 00．0 3．7 17．1 32．9 6．1 3 5．4 4．9
1 2 5 4 ＝ 4 1 3 1

＝川．0 1 1．9 9．5 3 5．7 9．5 31．0 2」

2 0 0 0 0 1 1

販売 ・マーケティげ

全体

部 門が有 る

部 門は無い

不明

12 6 1 4 24 3 9 10 3 6 3 3．24

3．23

3．22

＝川．0 1 1．1 1 9．0 3 1．0 7．9 28．6 2．4
8 2 1 0 16 銅 7 ‖ 1

10 0．0 1 2．2 1 9．5 2 9．3 8．5 29．3 1．2
4 2 4 3 1 5 3 11 l

‖川．0 9．5 1 9．0 3 5．7 7．1 26．2 2．1

2 0 0 0 0 l 1

社長室 ・企画

全体

部門が有 る

部門 は無 い

不 明

12 6 8 38 3 8 5 33 4 3．14

3．2 4

2．8 7

1 00．0 6．3 3 0．2 3 0．2 4．0 2 6．2 3．2
8 2 4 2 5 25 3 25 0

1 00．0 4．9 3 0．5 3 0．5 3．7 3 0．5 0．0
4 2 4 13 13 2 1 3

1 0 0．0 9．5 3 1．0 3 1．0 4．8 16．7 7．1

2 0 0 0 0 l 1

総務 ・人事 ・労務

全体

部門が有 る

部 門 は無い

不明

126 銅 57 2 3 5 18 3 2．54

2．43

2．7 1

10 0．0 1 5．9 4 5．2 18．3 4．0 14．3 2．4
8 2 1 2 ＝ 1 7 3 8 1

＝川．0 1 4．6 5 0．0 20．1 3．7 9．8 1．2

4 2 8 16 6 2 9 1
1 00．0 19．0 3 8．1 14．3 4．8 2 1．4 2．4

2 0 0 0 0 1 1

賛材 ・購 買

財務 ・会計

全体

部門 が有 る

部門 は無 い

不明

12 6 5 2 3 6 ＝ 6 ‖ 3 2．日

2．1 5

2．0 5

2．1 1

2．0 7

2．13

1 00．0 4 1．3 2 8．5 1 3．5 4．8 9．5 2．4

8 2 3 4 2 4 川 3 川 1
＝川．0 4 1．5 29．3 1 2．2 3．7 1 2．2 1．2
4 2 1 7 12 7 3 2 l

10 0．0 4 0．5 28．6 16．7 7．1 4．8 2．4
2 l 0 0 0 0 1

全体

部門が有 る

部門 は無 い

不明

12 6 3 1 5 5 16 4 7 3
10 0．0 2 4．5 5 1．6 12．1 3．2 5．6 2．4

82 2 1 4 5 9 3 4 0
10 0．0 2 5．6 5 4．9 1 1．0 3．7 4．9 0．0
＝ 10 z O 7 l z 2

10 0．0 2 3．8 4 7．6 16．1 2．4 4．8 4．8
2 0 0 0 0 1 1
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表45：研究開発戦略の立案に際する部門別の発言力・影響力［0．用
（図 4 6 、 4 7 ） 用　 研 究 所 の 設 立 に 際 し て

部　　 門

合計
％

1
ほとん
どある

いは全
く影 響
力 をも

たない

2

やや影
響力 を

もつ

3
か な り
影響 力
をもつ

4
多 くの
影響力

をもつ

5
極 めて
多 くの
影響 力

をもつ

不明 平均値

社長 室 ・企 画

全体

部門が有 る

部門 は無 い

不明

12 5 6 l l 23 ‖ 3 3 4 3．7 5

3．96

3．38

1 00．0 4．8 8．7 18．3 3 8．9 2 6．2 3．2
8 2 3 6 9 3 6 2 7 1

1 0 0．0 3．7 7．3 1 1．0 4 3．9 32．9 1．2

4 2 3 4 14 1 3 5 2

＝川．0 7．1 9．5 33．3 31．0 14．3 4．8

2 0 1 0 0 0 1

財務 ・会 計

全体

部 門が有 る

部 門は無い

不明

12 5 1 3 2 9 4 2 3 2 8 2 2．日

2．9 8

2．3 3

10 0．0 1 0．3 23．0 3 3．3 25．4 6．3 1．6
8 2 9 2 0 22 2 4 6 1

10 0．0 1 1．0 24．4 2 6．8 29．3 7．3 1．2

4 2 4 9 20 8 l 0

1 00．0 9．5 2 1．4 4 7．6 19．0 2．4 0．0

2 0 0 0 0 l 1

総 務 ・人事 ・労務

全体

部門が有 る

部門 は無 い

不明

12 6 1 2 ＝ 用 24 l 3 2．日

2．73

2．48

1 0 0．0 9．5 3 6．5 3 1．7 19．0 0．8 2．4

8 2 6 30 2 4 2 0 0 2

10 0．0 7．3 3 5．6 29．3 2 4．4 0．0 2．4

4 2 6 1 6 15 4 l 0

1 0 0．0 日．3 3息．1 3 5．7 9．5 2．4 0．0
2 0 0 1 0 0 l

製造

販売 ・マーケテイング

資材 ・購 買

全体

部 門が有 る

部門 は無 い

不明

1 2 6 3 5 4 0 26 1 9 1 4 2．2 5

2．3 8

1．9 8

2．20

2．19

2．24

1．5 5

1．5 2

1．63

10 0．0 28．6 3 1．7 2 0．6 15．1 0．8 3．2

82 1 7 3 1 1 5 14 1 3

＝川．0 2 0．7 3 7．8 19．5 1 7．1 1．2 3．7
4 2 1 9 9 1 0 4 0 0

1 0 0．0 4 5．2 2 1．4 23．8 9．5 0．0 0．0
2 0 0 0 1 0 1

全体

部門 が有 る

部門 は無 い

不明

1 2 6 ＝ 3 6 2 3 ＝ 4 2
用 0．0 34．， 2 8．6 用．3 13．5 3．2 1．6
8 2 2 8 2 5 16 9 3 1

10 0．0 34．1 3 0．5 1 9．5 1 1．0 3．7 1．2
4 2 16 1 0 7 8 1 0

10 0．0 3 8．1 2 3．8 1 5．7 19．0 2．4 0．0
2 0 l 0 0 0 1

全体

部 門が有 る

部門 は無い

不明

12 6 7 1 3 8 1 2 2 0 3
10 0．0 5 6．3 30．2 9．5 1．6 0．0 2．4
8 2 ‖ 2 4 6 2 0 1

10 0．0 5 9．8 29．3 7．3 2．4 0．0 1．2
4 2 2 1 ‖ 5 0 0 1

10 0．0 5 0．0 33．3 14．3 0．0 0．0 2．1
2 1 0 0 0 0 1
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表46：研究開発戦略の立案に際する部門別の発言力・影響力［0．181
（図 4 8 、 4 9 ） （2） 新 卒 採 に 関 し て

部　　 門

合 計
（％ ）

1
ほ とん
どあ る

い は全
く影響
力 を も
た ない

2
や や影
響 力 を
もつ

3
か な り
影 響 力

を もつ

4
多 くの
影響 力
を もつ

5
極 め て
多 くの

影 響 力
を もつ

不 明 平 均値

総 務 ・人 事 ・労 務

全 体

部 門 が有 る

部 門 は 無 い

不 明

1 26 0 9 9 54 52 2 4．2 0

4．3 1

4．00

10 0．0 0．0 7．1 7．1 4 2．9 4 1．3 1．6
8 2 0 3 7 33 38 1

10 0．0 0．0 3．7 8．5 4 0．2 4 6．3 1．2
4 2 0 6 2 2 0 ＝ 0

1 00．0 0．0 日．3 4．8 4 7．6 33．3 0．0
2 0 0 0 1 0 1

社 長 室 ・企 画

全 体

部 門 が 有 る

部 門 は無 い

不 明

12 6 15 2 3 3 0 4 6 9 3 3．0 9

3．28

2．7 3

1 00．0 1 1．9 18．3 23．8 3 6．5 1．1 2．4
8 2 7 14 17 3 5 8 1

＝川．0 8．5 17．1 20．7 4 2．7 9．8 1．2
42 8 8 13 ‖ l l

1 00．0 1 9．0 19．0 3 1．0 26．2 2．4 2．4
2 0 l 0 0 0 1

製造

全 体

部 門 が有 る

部 門 は 無 い

不 明

1 26 33 ＝ 25 15 4 5 2．2 3

2．日

1．9 5

1 00．0 2 6．2 34．9 1 9．8 日．9 3．2 4．0
8 2 17 2 7 18 13 3 4

1 0 0．0 2 0．7 32．9 2 2．0 1 5．9 3．7 4．9
4 2 1 6 15 7 2 l 0

＝川．0 3 8．1 3 8．1 16．7 4．8 2．4 0．0
2 0 1 0 0 0 1

財 務 ・会 計

全 体

部 門 が 有 る

部 門 は無 い

不 明

12 6 5 1 26 28 18 l 2 2∴‖

2．1 1

2．日

10 0．0 4 0．5 2 0．6 2 2．2 14．3 0．8 1．5
島2 3 5 1 5 18 1 3 0 1

10 0．0 4 2．7 18．3 2 2．0 15．9 0．0 1．2
42 16 11 9 5 1 0

1 00．0 38．1 2 6．2 2 1．4 11．9 2．4 0．0
2 0 0 1 0 0 1

販 売 ・マーケテイング

資材 ・購 買

全 体

部 門 が有 る

部 門 は無 い

不 明

12 5 4 5 4 6 23 8 2 2 2．0 0

2．0 1

1．9 8

1．2 8

1．2 7

1．3 1

1 0 0．0 35．7 36．5 18．3 6．3 1．6 1．6
8 2 3 1 2 6 17 6 l 1

1 0 0．0 37．8 3 1．7 2 0．7 7．3 1．2 1．2
4 2 ＝ ＝ 6 2 l 0

10 0．0 3 3．3 4 5．2 日．3 4．8 2．4 0．0
2 0 1 0 0 0 1

全 体

部 門 が有 る

部 門 は 無 い

不 明

12 5 9 5 2 5 2 2 0 2
10 0．0 75．4 19．8 1．6 1．6 0．0 1．6
8 2 6 3 15 2 1 0 l

＝川．0 76．8 1息．3 2．4 1．2 0．0 1．2
4 2 3 1 10 0 1 0 0

10 0．0 7 3．8 2 3．8 0．0 2．4 0．0 0．0
2 1 0 0 0 0 1
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表47：研究開発戦略の立案に際する部門別の発言力・影響力［0．18］
（図 5 0 、 5 1 ） （3） 研 究 領 域 の 選 定

部　　 門

合 計
（％ ）

1
ほ とん
ど あ る

い は全
く影 響
力 を も
た ない

2
や や影
響 力 を
も つ

3
か な り
影 響 力

をも つ

4
多 くの
影 響 力

を もつ

5
極 め て
多 くの
影 響 力

を もつ

不 明 平 均 値

社 長 室 ・企 画

全 体

部 門 が有 る

部 門 は 無 い

不 明

1 2 5 ＝ 19 3 8 3 5 17 3 3．18

3．27

3．0 0

10 0．0 1 1．1 15．1 3 0．2 27．8 13．5 2．4
8 2 7 15 2 2 2 5 13 0

10 0．0 8．5 18．3 28．8 30．5 15．9 0．0
4 2 7 4 16 10 4 1

10 0．0 15．7 9．5 38．1 2 3．8 9．5 2．4

2 0 0 0 0 0 2

販 売 ・マーケテイング

全 体

部 門 が有 る

部 門 は無 い

不 明

1 26 10 3 0 3 6 4 2 7 1 3．0 5

3．13

2．8 6

10 0．0 7．9 2 3．8 2 8．6 3 3．3 5．6 0．8
8 2 3 2 3 2 0 3 2 4 0

10 0．0 3．7 2 8．0 2 4．4 3 9．0 4．9 0．0
4 2 7 7 1 6 9 3 0

10 0．0 1 6．7 16．7 38．1 2 1．4 7．1 0．0
2 0 0 0 1 0 1

製造

全 体

部 門 が 有 る

部 門 は無 い

不 明

12 6 2 0 32 3 5 2 9 5 4 2．7 3

2．8 9

2㍉‖

‖川．0 1 5．9 2 5．4 28．5 2 3．0 4．0 3．2

8 2 1 0 20 2 3 23 4 2
1 00．0 12．2 2 4．4 28．0 2 8．0 4．9 2．4
4 2 川 ＝ 13 6 1 l

1 00．0 2 3．8 2 6．2 3 1．0 日 ．3 2．4 2．4
2 0 1 0 0 0 1

財 務 ・会 計

総 務 ・人事 ・労 務

資材 ・購 買

全 体

部 門 が有 る

部 門 は無 い

不 明

12 6 8 0 33 用 2 0 1 1．日

1．4 6

1．4 5

1．日

1．日

1．日

1．2 7

1．2 7

1．2 9

1 00．0 6 3．5 2 6．2 7．9 1．6 0．0 0．8
8 2 5 2 24 4 2 0 0

1 0 0．0 63．4 2 9．3 4．9 2．4 0．0 0．0
4 2 28 9 5 0 0 0

10 0．0 5 6．7 2 1．4 11．9 0．0 0．0 0．0
2 0 0 1 0 0 1

全 体

部 門 が有 る

部 門 は無 い

不 明

12 6 7 9 37 6 2 0 2
10 0．0 5 2．7 2 9．4 4．8 1．6 0．0 1．6
8 2 5 2 25 4 1 0 0

＝川．0 6 3．4 3 0．5 4．9 1．2 0．0 0．0
4 2 2 7 12 2 1 0 0

1 00．0 日 ．3 2 8．6 4．8 2．4 0．0 0．0
2 0 0 0 0 0 2

全 体

部 門 が 有 る

部 門 は無 い

不 明

12 6 9 6 2 5 3 1 0 l
1 00．0 7 5．2 1 9．8 2．4 0．8 0．0 0．8
8 2 5 4 1 5 2 1 0 0

‖川．0 7 8．0 1 8．3 2．4 1．2 0．0 0．0
4 2 3 1 1 0 1 0 0 0

1 0 0．0 7 3．8 2 3．息 2．4 0．0 0．0 0．0
2 1 0　　　　 0　　　　 0 0 l
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表48：研究開発戦略の立案に際する部門別の発言力・影響力　軋181
（図 5 2 、 5 3 ） （4） 研 究 予 算 計 画 の 策 定 に 関 し て

部　　 門

合 計

．．

1

ほ と ん

ど あ る

い は 全

く影 響

力 を も

た な い

2

や や 影

響 力 を

も つ

3

か な り

影 響 力

を も つ

4

多 く の

影 響 力

を も つ

5

極 め て

多 く の

影 響 力

を も つ

不 明 平 均 値

社 長 室 ・企 画

全 体

部 門 が 有 る

部 門 は 無 い

不 明

12 6 8 20 2 5 4 7 24 2 3．4 8

3．6 2

3．2 2

1 00．0 5．3 1 5．9 19 ．8 3 7．3 1 9．0 1．6

8 2 4 ＝ l l 3 3 2 0 0

1 0 0．0 4．9 17．1 13 ．4 用 ．2 2 4．4 0．0

4 2 4 5 ＝ 14 l 1

10 0．0 9．5 日 ．9 3 3．3 33．3 9．5 2．4

2 0 1 0 0 0 1

財 務 ・会 計

全 体

部 門 が 有 る

部 門 は 無 い

不 明

12 6 1 0 15 3 0 5 0 2 0 1 3．日

3．48

3．3 3

10 0．0 7．9 1 1．9 2 3．8 39．7 1 5．9 0．8

8 2 6 10 1 9 3 3 14 0

10 0．0 7．3 1 2．2 2 3．2 用 ．2 日 ．1 0 ．0

4 2 4 5 ＝ 17 5 0

1 00．0 9．5 1 1．9 26．2 4 0．5 1 1．9 0．0

2 0 0 0 0 l l

販 売 ・マーケテイング

全 体

部 門 が 有 る

部 門 は 無 い

不 明

12 6 4 0 4 3 2 5 12 5 1 2．‾1 9

2．2 4

2．10

1 0 0．0 3 1．7 3 4．1 19．8 9．5 4．0 0．8

8 2 2 5 2 7 18 9 3 0

10 0．0 3 0．5 3 2．9 2 2．0 11．0 3．7 0．0

4 2 1 5 15 7 3 2 0

10 0．0 3 5．7 3 5．7 1 6．7 7．1 4．8 0．0

2 0 1 0 0 0 1

製 造

総 務 ・人 事 ・労 務

資 材 ・購 買

全 体

部 門 が 有 る

部 門 は無 い

不 明

1 2 6 ＝ 3 6 26 12 3 3 2．日

2．2 5

1．8 6

1．7 8

1．7 8

1．16

1．3 0

1．2 8

1．3 6

＝川．0 36．5 2 8．6 20．6 9．5 2．4 2．4

82 2 8 20 1 9 10 3 2

10 0．0 3 4．1 24．4 2 3．2 12．2 3．7 2．4

4 2 17 1 6 7 2 0 0

1 0 0．0 4 0．5 3 8．1 16．7 4．8 0．0 0．0

2 1 0 0 0 0 1

全 体

部 門 が 有 る

部 門 は 無 い

不 明

1 2 5 58 4 6 13 7 1 l

10 0．0 4 5．0 3 6．5 10．3 5．5 0．8 0．8

8 2 38 3 0 9 4 1 0

10 0．0 4 5．3 3 6．6 11．0 4．9 1．2 0．0

42 2 0 1 5 4 3 0 0

10 0．0 4 7．6 3 5．7 9．5 7．1 0．0 0．0

2 0 1 0 0 0 l

全 体

部 門 が 有 る

部 門 は 無 い

不 明

12 5 9 3 2 7 4 1 0 1

1 00．0 7 3．8 2 1．4 3．2 0．8 0．0 0．8

8 2 64 ＝ 3 1 0 0

l川 ．0 78．0 17．1 3．7 1．2 0．0 0．0

4 2 28 13 1 0 0 0

10 0．0 6 6．7 3 1．0 2．4 0．0 0．0 0．0

2 1 0 0 0 0 1

表49：研究者・技術者に対する処遇について［0．川
（図 5 4 ）

合計

事務系従
業員 と同

一の 人事
体系 で処
遇 してい

研 究主 幹
主 幹研 究
員等の専

門職 を設
けて処遇

最高位役
員に相当
す る専門
職 を設 け

て処遇 し

その他 不明

（％） る してい る てい る
全体

部 門が有 る

部 門 は無い

不明

12 6 54 6 5 4 2 l
1 00．0 4 2．9 5 1．5 3．2 1．5 0．8
8 2 30 4 5 4 2 l

1 00．0 3 6．6 54．9 l．9 2．4 1．2
4 2 2 2 20 0 0 0

10 0．0 52．4 4 7．6 0．0 0．0 0．0

2 2 0 0 0 0
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表 5 0 ：研 究 ・研 究 者 に 対 す る 考 え 方 ［0．3 5］

（図 5 5 、 5 6 ）

質問項月

合計

％

1

全 くそ

の通 り

2

どち ら

かとい

えば正

しい

3

どちら

ともい

えない

4

どちら

かとい

きば違

つ

5
辛 く違

つ 不明 平均値

革新的 な研 究 を行
全 体 12 6

1 00　0

4 5

3 5　7

7 0

5 5　6

11 0 0 0 1．日

う為 には研 究者の

自主性 を尊重す る

部 門が有 る 8i

1 00　0

31

3 7

‖

8　5

8．7

3

0．0

0

0．0

0

0．0

0 1．65

ことが重 要 部 門 は無い 42
．8

14

5 ．

20

3．7

8

0．0

0

0．0

0

0．0

0 1．85

不 明
1 00．0 33．3 47．5 1 9．0 0．0 0．0 0．0

2 0 2 0 0 0 0

年間計画 は研究者

が 自主的 に厳守 す

全 体 12 5

1 00　0

36

2 8　6

＝

5 8　7
14 0 l 1 1．85

部 門が有 る 82

1 00　0

25

3 0

41

1

11．1

9

0．0

0

0．8

1

0．8

1 1．日

一　 ㌔ヂ
べ き 部 門は無い ＝

．5

10

55．

2 8

11．0

1

0．0

0

1．2

0

1．2

0 1．86

不 明
1 00．0 23．8 6 5．1 9．5 0．0 0．0 0．0

2 1 0 l 0 0 0

アングラ研究 は積

極 的に容認 すべき

全 体 12 6

10 0　0

25

19

5 5

3　7
39 7 0 0 2．22

部 門が有る ＝

1 00　0

．8
19

2 3

4 ．

3 8

3 1．0

日

5．6

3

0．0

0

0．0

0 2．11

部 門 は無い り
．2

5

46．3

17

2 6．8

16

3．7

4

0．0

0

0．0

0 2．4 5

不 明
日用．0 日．9 0 ．5 3 8．1 9．5 0．0 0．0

2 1 0 1 0 0 0

研 究計画 に必要 な

情報 は研 究者 自身

全体 12 6

1 00　0

10

7

6 3

0　0

3 7 15 1 0 2．日

部 門が有 る 82

1 00　0

．9

8

g

5 ．

3 8

4

2 9．4

23

日．9

12

0．8

1

0．0

0 2．51

が収集 すべ き 部 門は無い 42
．8

2

6．3

2 5

2 8．0

12

日．6

3

1．2

0

0．0

0 2．3 8

不 明
10 0．0 4．8 59．5 2 8．5 7．1 0．0 0．0

2 0 0 z 0 0 0

良い成果 を出せ ば

研 究過程 は間わ な

全 体 12 5

1 00　0

9

7 1

5 1

日　 5
4 9 15 l 0 2．60

部 門が有 る 8i

1 00　0

4

4

3 2

0

3 8．9

33

12．7

12

0．8

1

0．0

0 2．6 8

い

研 究者 は技術 者 と

部 門 は無い ＝
．9
5

39．

日

4 0．2

14

14．6

4

1．2

0

0．0

0 2．4 0

2．7 5

不明
＝川．0 ‖バ 45．2 3 3．3 9．5 0．8 0．0

2 0 0 2 0 0 0
全体 12 6

1 00　0

5

4　0

3 8

30　2

67 16 0 0

明確 に区別 され、

処 遇 されるべ き

部 門が有 る 82

1 00　0

2

2

2 5
日 ．2

日

12．7

12

0．0

0

0．0

0 2∴＝

研 究者 を管理 する

事 は 自由 な発想 を

部 門は無い 42
．4

3

30．5

13

5 2．4

22

14．5

4

0．0

0

0．0

8 2．64

2．91

不明
川 ．0 7．1 3L O 52．4 9．5 0．0 0．0

2 0 0 2 0 0 0
全体 126

10 0　0
2

1 6

3 2

25　4

7 0 19 3 0

部門 が有る 82

10 0　0

2

2

銅
5 5．6

日

15．1

日

2．4

2

0．0

0 2．83

阻 害 する

研 究者 も勤務時 間

を厳 守 すべ き

部門 は無い ‖
．4

0

日．4

1 2

5 8．5

21

12．2

8

2．4

1

0．0

0 2．95

3．1 5

不明
10 0．0 0．0 28．5 5 0．0 19．0 2．4 8．0

2 0 0 1 1 0 0
全体 1 2 5

10 0　0

1

0　8

1 4

11 1
4 5 59 7 0

部門 が有 る ‖

10 0　0

1

1 2

8

g　8

3 5．7

3 3

4 6．8

34

5．6

6

0．0

0 3．日

どん なに時 間 をか

けて も優 れた研 究

部 門は無い ‖ 0 6
4 0．2

11

4 1．5

日

7．3

1

0．8

0 3．4 8

3．55

不明
10 0．0 0．0 日．3 16．2 5 7．1 2．4 l．8

2 0 0 1 l 0 0
全体 1 26

10 0　0

2

1 6

6

4　8

54 4 8 ＝ 0

部門 が有 る 82

日 0　0

1

1 2

4

4　9

4 2．9

37

3 8．1

30

12．7

10

0．0

0 3．54

h．
成果 を出 すべ き

研 究者 も事務系従

業 員 と同様 に管理

部門 は無 い

不明

り l 2
4 5．1

17

3 5．6

11

12．2

5

0．0

0 3．55

3．9

10 0．0 2．4 4．8 4 0．5 周．5 日．， 0．0
2 0 0 0 l 1 0

全体

部門 が有 る

1日

日収 0

O

O　e

3

2　4

28

22

66 28 l

‖

10 0　0

0

0　0

1

1 2

．2

17

5 2．4

日

22．2

2 1

0．8

0 4．02

すべ き 部門 は無 い 4 2 0 2
2 0．7

日

5 2．1

2 1

2 5．5

7

0．0

1 3．80

不明
10 0．0 8．0 4．8 2 6．2 川．0 1 5．7 2．4

2 0 0 0 2 0 0
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表 5 1 ：新 製 品 比 率 と 新 製 品 売 上 寄 与 率 の 相 関 ［0 ．4］

（図 5 7 ）　　 （1 9 9 0 年 度 の デ ー タ ）

業種 部門 企 業名 ’ 9 0 年度 ’ 9 0 年度
大 分類 有無 新 製品 比率 新 製品 売 上

寄与 率

素
★

傭

A l 1 4．2 8．4

A 2 18．0 1 5．0

材

関

A 3 2．2 1 5．3

★

薔

A 4 10．0 5．5

A 5 2 9．1 5．8

A 6 2 7．0 27．0

遽 薔

A 7 10．0 3 0．0

A 8 10．0 3 0．0

製 ★

A 9 10．3 9．0

A l O 2．3 1．6

造 ・静

A l l 3 0．0 9 3．0

A 1 2 15．9 1 5．5

業 薔

A 1 3 5．0 1 0．0

A 1 4 16．0 20．0

着 A 1 5 3．0 5．0

★ A 1 6 10．0 1 0．0

機

械

関

連

製

造

業

薔

B l 3 6．0 3 6．0

B 2 15．0 6．0

B 3 10．0 10．0

★ B 4 20．0 2 5．0

薔 B 5 7 0．0 8 0．0

薔 8 6 3 0．0 4 0．0

★

★

青

井

B 7 4 3．0 4 3．0

B 8 3 0．0 3 0．0

8 9 4 5．0 4 0．0

B l O 3 0．0 3 4．0

B l l 3 2．0 17．0

B 1 2 7．0 20．0

B 1 3 2 0．0 1 5．0

B 1 4 2 0．0 10．0

薔

・絡

8 1 5 2 0．0 2 0．0

B 1 6 2 5．0 2 5．0

B 1 7 2 5．0 10．9

8 1 8 2 0．0 50．0

★ B 1 9 3 0．0 3 5．0

薔 8 2 0 2．0 0．3

8 2 1 5．0 10．0

そ の 他
薔 C 1 5．0 2 0．0

★ C 2 3 0．0 10．0

薔 C 3 0．9 0．3

薔 C 4 2 8．0 2 5．0

薔 ：R ＆ D 戦 略立 案 を専 門 に担当 す る部門の 有 る企業

表 5 2 ： 製 品 売 上 与 率 の 単 純 平 均　 旭．4

素材関連

製造業

機械関連
製造業 素材＋機械 全体

該当企業数 該当企業数 該当企業数 該当企業数
全体 13．9 26．5 2 1．3 20．5

15 21 36 40
部門が有る 13．8 29．5 22．4 21．1

用 ‖ 22 26
部門は無い 14．0 22．5 19．5 19．5

5 9 ll ＝
注 ；表 5 1 中、A l l のデータ【ま含まない

表 5 3 ： 製 品 売 上 害 与 率 ／ 新 製 品 比 率 の 純 平 均　 ro．

素材関連
製造業

機械関連
製造業 素材＋機械 全体

諌当企業数 該当企業数 該当企業数 該当企業数
全体 1．64 1．10 1．32 1．33

15 21 35 40
部門が有る 1．76 1．25 1．日 1．41

10 12 22 26
部門は無い 1．38 0．89 1．01 1．07

5 9 11 ＝
注 ；表 5 1 中、A l l のデータlま含まない
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以下の単純集計表は、本編で分析した質問項目と多少性質を異にするため取り上げなかっ
た質問項目の単純集計結果である。（資料1アンケート質問票参照）　各々のデータは非常
に有意義なものであるので貴重なデータとして広く活用して頂きたい。

0 3　 研 究 開 発 組 織 の 分 類 （研 究 開 発 費 の 親 権　別 ）

合 計

（％）

独立 単 開発 本 独立 複 開発 本 事業 部 事業 部 独 立会 その他

不 明ー研 究

所型

部 管理

単 一研

究 所型

数研 究

所型

部管 理

複数研

究所 型

管理 研

究所 併

設型

管理 研

究所 型

社 型 の型

全 体 12も 8 川 銅 20 3 3 1 0 2 9 5

10 0．0 6．3 7．9 15．9 15．9 2 6．2 0．8 0．0 2 3．0 4．0

～ 1 00億 未満 12 1 1 2 2 3 0 0 2 1

9．5 0．8 0．8 1．6 1．6 2．4 0．0 0．0 1．6 0．息

川 0億 以上 ～ 150億未満 30 4 4 5 3 7 0 0 6 1

2 3．8 3．2 3．2 4．0 2．4 5．6 0．0 0．0 4．8 0．8

1 50億 以上 ～　 200億 未満 19 l 0 3 4 5 1 0 5 0

15．1 0．8 0．0 2．4 3．2 4．0 0．8 0．0 4．0 0．0

2 0 0億以 上 ～ 30 0億未 満 26 0 1 6 5 9 0 0 5 0

2 0．6 0．0 0．8 4．8 4．0 7．1 0．0 0．0 4．0 0．0

3 0 0億以 上 ～　 50 0億未 満 18 1 3 1 2 5 0 0 4 2

1 4．3 0．8 2．4 0．8 1．6 4．0 0．0 0．0 3．2 1．6

5 0 0億以 上 ～ 川 00億未 満 8 0 0 1 2 2 0 0 3 0

6．3 0．0 0．0 0．8 1．6 1．6 0．0 0．0 2．4 0．0

10 00億以 上 ～ 20 0 0億 未 満 3 0 0 1 2 0 0 0 0 0

2．4 0．0 0．0 0．8 1．6 0．0 0．0 0．0 0．0 0．0

20 0 0億 以上 9 1 1 1 0 2 0 0 4 0

7．1 0．g 0．8 0．8 0．0 1．6 0．0 0．0 3．2 0．0

不明 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1

0．8 0．0 0．0 0．0 0．0 0．0 0．0 0．0 0．0 0．8
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015　経営戦略、R＆D戦略について

合計

（％）

1
全 くそ

の通 り

2

ど ち ら

か とい

えば正

しい

3

どち ら

ともい

えない

4

どち ら

か とい

冬 ば達

つ

5

今 く達

つ 不 明 平 均値

015－1 高シェアコス ト 126 20 50 24 25 5 2 2．56
効率の追求 100．0 15．9 39．7 19．0 19．8 4．0 1．6

015－2　フォロアーの 126 0 11 33 56 24 2 3．75
点追求 100．0 0．0 8．7 26．2 日．4 19．0 1．6

01卜3 経営資源投入の 126 2 40 35 40 7 2 3．08
重点化 100．0 1．5 3 1．7 27．8 31．7 5．6 1．6

015胃4 株主の利益の 126 8 28 46 36 5 3 3．02
追求 100．0 6．3 22．2 36．5 28．6 4．0 2．4

C1ト5 競合者 と正面 126 14 46 40 20 4 2 2．63
から対決 100．0 11．1 36．5 31．7 15．9 3．2 1．6

015－5 撤退についても 126 3 32 52 32 4 3 3．02
積極的 川0．0 2．4 25．4 41．3 25．4 3．2 2．4

0日－7　自社技術の周辺 126 6 51 31 33 2 3 2．79
での多角化 100．0 4．8 40．5 24．6 26．2 1．6 2．4

015－8 競合者 との共存 126 8 53 46 15 2 2 2．60
を目指す 100．0 6．3 42．1 36．5 11．9 1．6 1．6

01卜9 積極的 な海外 126 35 53 22 11 3 2 2．15
市場の開拓 100．0 27．8 42．1 17．5 8．7 2．4 1．6

015一団客観的な分析に 126 3 50 47 23 1 2 2．75
よる戦略策定 100．0 2．4 39．7 37．3 18．3 0．8 1．6

Ol上目イノベーターか 126 11 48 37 27 1 2 2．67
どうか 100．0 8．7 38．1 29．4 21．4 0．8 1．6

015－12M ＆A を積極的 126 3 19 38 49 15 2 3．日
に実施 するか 100．0 2．4 15．1 30．2 38．9 11．9 1．6

Ol卜13人材確保 は長期 126 14 69 30 11 0 2 2．31
人事計画で 100．0 11．1 54．8 23．g 富．7 0．0 1．6

0151 4新製品追加は7－ 126 4 50 41 24 4 3 2．79

2．73

2．69

2．55

2．14

1．56

2．36

2．15

2．8 1

ケティング能力如何 100．0 3．2 39．7 32．5 19．0 3．2 2．4
01卜15未知市場にも 126 6 53 36 26 3 2

広範な情報収集 100．0 4．8 42．1 28．6 20．6 2．4 1．6
01上川非価格のマイティン 126 10 50 33 26 3 4

グ戦略を追求 100．0 7．9 39．7 26．2 20．6 2．4 3．2
015－日多様な技術ノウハウ 126 4 57 51 10 0 4

の蓄積重視 100．0 3．2 45．2 40．5 7．9 0．0 3．2
015－18基本戦略はユニーク 126 35 52 26 7 4 2

な理念 と不可分 100．0 27．8 41．3 20．6 5．6 3．2 1．6
01卜19社会的責任遂行 126 67 ＝ 13 0 0 2

は経営政策に 100．0 53．2 34．9 10．3 0．0 0．0 1．6
01 －m 海外生産子会社 1銅 22 53 31 13 3 4

へ積極的投資 100．0 17．5 42．1 24．6 10．3 2．4 3．2
01卜21現場管理者の提 126 23 65 31 5 0 2

案を頻繁に採用 100．0 18．3 51．6 24．6 4．0 0．0 1．6
015－22戦略策定は経営 125 4 4 1 58 17 4 2

者の直感を重視 100．0 3．2 32．5 46．0 13．5 3．2 1．6
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0 2 5　 研 究 テ 胃 マ を シ ー ズ 型 とニ ー ズ 型 に

合計
（％）

回答
企業数

シーズ型 ニーズ型 不明

全体 125
100．0

118
93．7

33．3 56．2 8
5．3

分類した構成比率

0 2 7 提 案 者 男」に よ る 採 用 究 テ ー マ の 構 成 比 率

合計
（％）

回答
1 2 3 4 5 6 7 8

不明研究者 研究 研究 研究開発 研究開発 営業部門 マーケテ 社長
企業数 個人 リーダー グループ 管理部門 部門担当

役員
イング
部門

全体 126
100．0

104
82．5

15．5 30．1 27．7 6．9 4．8 8．3 5．8 1．0 22
17．5

0 2 8　 年 間 総 提 案 研 究 テ ー マ 数 と書采用 研 究

合計
（％）

回答
企業数

年間総提
案研究テ

ーマ数

採用研究
テーマ数 不明

全体 126
100．0

82
65．1

225．9 154．7 ＝
34．9

0 3 1　 研 究 戦 略 立 案 を社 外 に 委 託 す る か

合計
（％）

1
社外に委
託する

2
関連会社
に委託す
る

3
委託する
ことはな
い

不明

全体 126 13 0 112 l
100．0 10．3 0．0 88．9 0．8

テーマ数

0 3 1 －S O 1 ど の よ う な 研 究 開 発 戦 略 を 委 託 す る か

合 計 非 該当 該 当

1

全ての研
究開発戦
略

2

長期研究
開発戦略

3
新 しい研

究分野 に
関するも

4
海外に研

究開発拠
点 を設置

不明

（％ ） （％） （％ ） の する際

優 先順位 1
126

10 0．0
1 13
89．7

13
10．3

10 0．0

1 3 7 1 1

7．7 2 3．1 53．8 7．7 7．7

優 先願 位 2
12 6

10 0．0
1 13

8 9．7

13

10．3
10 0．0

1 1 2 1 8

7．7 7．7 1 5．4 7．7 6 1．5

優 先順 位 3
12 6

10 0．0
1日

89．7

13

10．3
10 0．0

0 0 2 1 川

0．0 0．0 15．4 7．7 7 6．9

優 先 順位 4
126

1 00．0
1 13
8 9．7

1 3

10．3
1 00．0

0 1 0 0 12

0．0 7．7 0．0 0．0 92．3

0 3 2 知 的 成 具 に 関 す る デ ー タ ベ ー ス は 整 備 さ れ て い る か

合計
（％）

1
十分整
備 され

ている

2 3 4
中程度

5 6 7
整備 さ
れてい
ない

不明 平均値

全体 126 ‖ 39 23 25 ＝ 7 1 0 2．97
100．0 15．1 31．0 18．3 20．6 8．7 5．6 0．8 0．0
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資料3　　回答企業リ　ス　ト

以下126社の企業に質問調査票の回答にご協力頂きました。重ねて御礼申し上げます。

アイシン精機㈱
アルプス電機㈱
旭化成工業㈱
旭硝子㈱
味の素㈱
石川島播磨重工業㈱
宇部興産㈱
エーザイ㈱
㈱荏原製作所
オムロン㈱

オリンパス光学工業㈱
大阪ガス㈱
㈱大林組

沖電気工業㈱
小野薬品工業㈱

カルソニック㈱
花　王㈱

鹿島建設㈱
鐘淵化学工業㈱

川崎重工業㈱
川崎製織㈱
関西電力㈱

キャノン㈱
キリンビール㈱

京セラ㈱
九州電力㈱

九州松下電器㈱

㈱クボタ
㈱クラレ

呉羽化学工業㈱
コニカ㈱

KOMAT S U

㈱神戸製鋼所
国際電気㈱

国際電信電話㈱
サントリー㈱

三　共㈱
シャープ㈱
塩野義製薬㈱
㈱資生堂
㈱島津製作所
清水建設㈱
新日本製織㈱

スズキ㈱
住友ゴム工業㈱
住友化学工業㈱
住友金属工業㈱
住友重機械工業㈱
住友電気工業㈱
積水化学工業㈱
ソニー㈱
ダイキン工業㈱
ダイハツ工業㈱
大成建設㈱
第一製薬㈱
大日本インキ化学工業㈱
大日本スクリーン製造㈱
大日本印刷㈱
田辺製薬㈱
武田薬品工業㈱
中部電力㈱
㈱ツムラ
TDK㈱
電気化学工業㈱
トヨタ自動車㈱
㈱東　芝
東ソー㈱
東　レ㈱
東　燃㈱
東京ガス㈱
東京電気㈱
東京電力㈱
東陶機器㈱
東北電力㈱
東洋紡㈱
徳山曹達㈱
凸版印刷㈱
豊田合成㈱
㈱豊田自動織機製作所
㈱ニコン

日産ディーゼル工業㈱

日産自動車㈱

日新製鋼㈱
日本ビクター㈱

日本板硝子㈱
日本化薬㈱
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日本鉱業㈱
日本合成ゴム㈱
日本石油㈱

日本電気㈱
日本電信電話㈱

日本電装㈱
日本無線㈱

パイオニア㈱

㈱日立製作所
日立建機㈱

日立電線㈱
日野自動車工業㈱

ブラザー工業㈱
㈱ブリヂストン
古河電気工業㈱

富士重工業㈱
富士通㈱

富士電機㈱

藤沢薬品工業㈱
本田技研工業㈱
マツダ㈱

松下通信工業㈱
松下電器産業㈱

松下電工㈱
ミノルタカメラ㈱

三井石油化学工業㈱
三井東圧化学㈱
三菱マテリアル㈱
三菱化成㈱

三菱自動車工業㈱
三菱重工業㈱
三菱電機㈱
三菱油化㈱
㈱村田製作所
明治製菓㈱
ヤマハ㈱
ヤマハ発動機㈱
山武バネウェル㈱
山之内製薬㈱
横浜ゴム㈱

（50音順）
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FAX（03）3503－3996




